
鳥取市青葉町２丁目２０６番３外

低層店舗兼事務所地

店舗、事業所のほか
住宅、マンション等
も混在する国道沿い
の商業地域

6

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北200 200 150 150 低層店舗兼事務所地

-

近商(90,200)
準防

円安・物価上昇により経済環境に広範な影響が見られており、中
東情勢が不安定のなか、将来の不透明感が払拭できない状況であ
る。

地域要因に特段の変動はない。

個別的要因に特段の変動はない。

　取引事例比較法は、同一需給圏内の信頼性の高い事例により比準したもので規範性の高い価格が求められたと思料する。
収益還元法は、自用での土地利用が多い地域で、建築費上昇の影響により収益価格は低位となった。比準価格と比べ相対的
に説得力は低いと思料する。対象基準地の属する地域及び周辺地域の市場特性の推移・動向を踏まえ、指定基準地との均衡
に留意して比準価格を重視し、収益価格を参考に留め鑑定評価額を決定した。

［

［

店舗
Ｓ２

　鳥取市中心部に近い路線商業地域で、土地利用は順調であるが、土地価格は概ね横ばいで推移していると思料する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 70,500円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

鳥取駅北
2.6km

鳥取
2.6km

(8)

南西14m国道

近商
(80,200)
準防

（その他）　　　　
(90,200)

国道沿いの路線商業地域 １４ｍ国道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

262

( )

⑨法令上の規制等

台形
1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

12.0  ｍ、　奥行　約 25.0  ｍ、　規模 300  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

70,500 円／㎡

43,900 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 8 令和 8年 7月 24日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ台形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

70,100

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

鳥取（県） -5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+5.0

-24.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

55,900 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

79.8 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 8年 1月]

令和 8年 6月 25日 正常価格

令和 8年 7月 12日令和 8年 7月 1日

18,500,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 70,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

56,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 　同一需給圏は、鳥取市内の幹線道路沿い商業地域及び住商混在地域と判定した。典型的な需要者は、一定の資本力を有す
る法人が主と思料する。市街地内で近隣商業地域と路線商業地域の両方の特性を持った地域として発展し、マンション建築
が進むなど底堅い需要に支えられている。需要の中心となる価格帯は、業種業態により取引規模等が異なるため把握が難し
いが、１，５００～２，０００万円程度と思料する。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

鳥取（県） 1－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

鳥取（県） －5

基準地番号 提出先

1 鳥取県

所属分科会名

鳥取

業者名

氏名



81,095

71,282

87,853

56,028

75,147

］

］

］

］

］

⑪事情補
　正

長方形

ほぼ長
方形

不整形

ほぼ長
方形

ほぼ整
形

⑰推定標準価
格

⑱個別的要因の
　比較

円／㎡〕

正常

正常

正常

正常

正常

商業
(80,400)

近商
(100,300)
準防

準工
(60,200)
特別用途地区

近商
(80,200)

１住居
(70,200)
準防

建付
地

建付
地

更地

建付
地

更地

北23m県道､南
6m
二方路

北東15m県道､
北西11m
角地

北西11.5m市道
中間画地

南東10m県道､
北東2.5m
角地

西15m県道､南
4.5m
角地

74,445 70,10070,091

73,420 72,80072,811

85,217 72,00071,952

54,851 68,30068,327

65,829 68,90068,879

②所在及び地番並びに「住居表示｣
　等

①取引事
　例番号

100

100

/

100

/

115.7

97.9

122.1

82.0

109.1

100

100

100

100

100

(1)比準価格算定内訳

NO ⑨法令上の規制
　等

⑦接面道路
  の状況

⑧主要交通施
　設の状況

③取引時
　点

④類
　型

⑤地積 ⑥画地
の形状（㎡）

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

２６７１
１１

33-

（ ）

２６７０
８１

8-

（ ）

２６７１
０１

49-

（ ）

２６７１
２１

3-

（ ）

２６７１
０１

44-

（ ）

NO
(円／㎡)

⑩取引価格 ⑫時点修正 ⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正

⑮推定価格 ⑯地域要
因の比較(円／㎡) (円／㎡)

⑲査定価格

(円／㎡)

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

91.8［

100100［ ］

100
ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

103.0［

100100［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

97.0［

100100［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

97.9［

100100［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

87.6［

100100［ ］

100

街路

交通･
接近

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100［ ］

100

+8.0

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

0.00

〔比準価格：

交通･接近

ア事情
の内容

街路

画地

イ月率
変動率

％／月

-8.2

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

+2.00.0 交通･接近 +5.0

ウ標準化補正の内訳 エ地域要因の比較の内訳

環境

その他 その他

街路

行政

環境

0.00

交通･接近街路

画地

％／月

+3.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 -4.00.0 交通･接近 +2.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

0.00

交通･接近街路

画地

％／月

-3.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-2.0 +21.00.0 交通･接近 +3.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

0.00

交通･接近街路

画地

％／月

-2.1

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 -18.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

0.00

交通･接近街路

画地

％／月

-12.4

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 +7.00.0 交通･接近 +2.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

オ比準価格決定の理由 70,500

鳥取（県） 1－ 宅地-2３　試算価格算定内訳

( )

( )

( )

( )

( )

5



直
接
法

⑨収益価格が試算
　できなかった場
　合その理由

収益還元法が適用
できない場合その
理由

3,682,529

-

③純収益

⑧収益価格 11,505,764 円

(円) (円) (円) (r-g)

①総収益 ②総費用

(円)

⑤土地に帰属する
　純収益

④建物に帰属する
　純収益

(円)(円)

⑥未収入期間修正
　後の純収益

⑦還元利回り

)(

43,900( 円／㎡)

％

0.9689 5.5 0.0 )(

5.54,528,821 846,292 653,1293,029,400 632,817

(3)収益価格算定内訳

鳥取（県） 1－ 宅地-35

［

［

［

［

［

［

］

既成宅地であり再調達原価の把握が困難なため。原価法が適用できない場合その理由

造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

⑥素地の補修正後の
　価格

⑮有効宅地化率で除
　した価格

⑱再調達原価⑭付帯費用の補修正
　後の価格

(2)積算価格算定内訳

(2)-2

(2)-1

交通･接近街路

％／月

行政環境 その他地域要因の比較

標準化補正 標準化補正月率
変動率

事情の
内容

内訳

素
地

造
成
工
事
費

％／月

月率
変動率

付
帯
費
用 ％／月

月率
変動率

⑳積算価格⑲熟成度修正

］

100

100

［ ］/100

［

円／㎡

］

100］

100

( %)

⑩造成工事費の
　補修正後の価格

⑪付帯費用 ⑫標準化補
　正

⑰個別的要
　因の比較

⑬時点修正

(円／㎡)(円/㎡)(円／㎡)

⑯地域要因
　の比較

⑦造成工事費

］

100 ］

100［ ］

100］

100

③素地の取得価格 ④事情補正 ⑨時点修正⑤時点修正

(円／㎡) (円/㎡)(円／㎡)

⑧標準化補
　正

(円/㎡)

①造成事例番号 - ②所在及び地番

(円／㎡)

(3)-1 収益還元法（直接法）の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４ （３）－２へ

⑦延床面積⑥建築工事費③投下資本収益率

⑧開発法による価格 円

(円) (円) (円／㎡) (㎡)

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和

(％)

⑤分譲可能床面積④販売単価(住宅)

(㎡)(円／㎡)

( 円／㎡)

(4)開発法による価格算定内訳

(4)-1 開発法の適用 する しない 開発法を適用する場合の理由

以下、開発法適用の場合は、宅地－６ （４）－２へ



1－ 宅地-45鳥取（県）

381,368

)－

－

－

近商
準防

⑤１㎡当た
り月額支払
賃料

の理由

1

2

1

2

運用利回り( ％)

][

[ ]

[ ]][ ][][

(

ｍ×
14.0

(3)-2想定建物の状況

①用途 ③構造・階層

⑥想定建物の概要

②建築面積 (㎡) (㎡)④延床面積

㎡

用途地域等 地積 間口･奥行基準建蔽率等 前面道路、幅員等

前面道路：

特定道路までの距離：

ｍ

ｍ
％ ％ ％

指定容積率 基準容積率等

⑦有効率

(円)

(円)

(円)(㎡) (㎡)(％)

階  層

②床面積 ③有効率 ④有効面積 ⑧a保証金等

⑧b権利金等⑦b権利金等（月数）

⑦a保証金等（月数）⑥月額支払賃料

計

(3)-3総収益算出内訳

⑨年額支払賃料

⑮保証金等の運用益（空室損失考慮後）

⑯権利金等の運用益及び償却額（空室損失考慮後）

⑱総収益 ⑭+⑮+⑯+⑰

円

円

円

円

12ヶ月

償却年数(

円／㎡)

店舗兼事務所

262

208.00104.00

フロア貸し、１階店舗、２階事務所 100.0 外階段のため

90 200 200

104.00 100.0 104.00
211,848

635,5443.0

1.0
2,037 211,848

～

208.00 208.00 381,368
1,144,104

4,576,416381,368

⑪その他の収入(駐車場使用料等)

10,9831,144,104

3

124,479381,368

4,528,821 17,286

％

＝×

11.0 22.5

２

⑤公法上の規制等

国道

(3)-4 １㎡当たりの月額支払賃料の算出根拠　　　(　)内は支払賃料

年)

②事例の実際
　実質賃料
　　(円/㎡)

NO

a

b

c

①事例番号

100

( )

2,100

2,037

⑩基準地基準階の
　賃料

円/㎡)

円/㎡

対象基準階の
　月額実質賃料

月額支払賃料

⑨査定実質
　賃料
　(円／㎡)

③事情
　補正

100

④時点
　修正

⑤標準化
　補正

⑥建物格
　差修正

⑦地域要
因の比較

⑧基準階
　格差修
　正

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

100 100100 100

100

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

100

100100 100100

100

100.0

104.00 100.0 104.00
169,520

508,5603.0

1.0
1,630 169,520

～

～

～

～

ｍ

100 100100

( )

(

Ｓ

基準階 F B1

(円)

(

①用途

店舗

事務所

⑩a共益費（管理費） 円12ヶ月 0＝×

⑩b共益費（管理費）の算出根拠

円/㎡ 208.00 ㎡×

⑫貸倒れ損失(算出根拠、金額) 0保証金により担保されているため計上しない。 円

⑬空室等による損失相当額
(⑨+⑩a)×空室率A(%)+(⑪×空室率B(%))

円

円×

183,057

4.04,576,416

＝

％

⑭以上計　⑨+⑩a+⑪-⑫-⑬ 円4,393,359

その他の収入に係る保証金等の運用益(空室損失考慮後) 円円× 01.00 ＝％100.0 ％×⑰

円× 1.00 ＝％96.0 ％×

＝0.3400円× 96.0 ％×

1.00

円

円× ％＋

0 円12ヶ月＋ ＝×円/台 台×



(3)-6基本利率等

建物

土地 148,000

円

円

円

円

円

円

円

187,000

137,292

299,200

37,400

37,400

0

％50.0

0.5×37,400,000

3.0×4,576,416

査定額

37,400,000 × 16.00× ／ 1000

37,400,000

0.10

× 0.10

37,400,000

％

％

％

％

×

％％

％

％ 年

年

5.5

40

30

0.0

35

15

0.5 年 0.9689

円3,029,400

円

円

円

円

円

円

円/㎡)

3,682,529

3,029,400

653,129

632,817

2,415

4,528,821

846,292

(

(経費率 円/㎡)

43,900

18.73,230

208.00180,000

査  定  額

④ｃ：設備割合 ( 設備価格÷建物等価格 )

実額相当額

⑥ｇ：賃料の変動率

④損害保険料

(

⑤建物等の取壊費用の積立金

項      目

円①～⑥

②維持管理費

①修繕費

③公租公課

⑥その他費用

①ｒ：基本利率

②ａ：躯体割合 ( 躯体価格÷建物等価格 )

⑦総費用

⑦ｎa

算  出  根  拠

円

円  　　 　 (

％)

⑤ｍ：未収入期間

(3)-7建物等に帰属する純収益

①建物等の初期投資額

②元利逓増償還率

③建物等に帰属する純収益

⑤土地に帰属する純収益   ③-④

④建物等に帰属する純収益

①総収益

②総費用

×

①×②

設計監理料率

③純収益   ①-②

円/㎡)

(3)-8土地に帰属する純収益

％

円/㎡

 円/㎡)

(3)-5総費用算出内訳

算  出　根  拠

：設備の経済的耐用年数

項   目

⑥未収入期間を考慮した土地に帰属する純収益

⑤×α

(3)-9土地の収益価格 還元利回り (ｒ-ｇ）

846,292

37,400,000

0.0810

11,563

5.5

11,505,764

：躯体の経済的耐用年数

⑨ｎc

( ％)

⑩α：未収入期間を考慮した修正率

㎡×(100％＋

1－ 宅地-55鳥取（県）

％ 年30 20③ｂ：仕上割合 ( 仕上価格÷建物等価格 ) ：仕上の経済的耐用年数⑧ｎb

％＋

躯体部分 設備部分

× ％×0.0650 40 0.0996 30％＋

仕上部分

×0.0837 30



1－ 宅地-7

Ｎｏ

5鳥取（県）

鳥取市青葉町二丁目２０６番３1 2700000072788-0000

所在及び地番 不動産ＩＤ

４　不動産ＩＤ

鳥取市青葉町二丁目２０７番２2 2700000072791-0000

鳥取市青葉町二丁目２０７番３3 2700000072792-0000

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24
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27

28

29
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31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

50

備考



鳥取市末広温泉町６０６番

低層店舗兼事務所地

低層の店舗、事務所
のほか、病院も見ら
れる商業地域

6

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 50 50 50 低層店舗兼事務所地

-

商業(90,400)
準防

緩やかな景気の回復が続いており、個人消費は持ち直しの動きが
見られる。雇用・所得環境も持ち直しの傾向が見られる。

繁華性にはやや劣る商業地域であるが、徐々に市況は回復傾向に
ある。

個別的要因に変動はない。

比準価格は中心商業地の取引事例を中心に試算されたものであり、実証的な価格である。一方、収益価格は自己使用の店舗
も周辺には多く、賃貸市場の成熟の程度は高くないため土地価格に見合う賃料水準が形成されておらず低位に求められた。
したがって、収益価格は参考に留め、指定基準地との検討を踏まえ、市場を反映した実証的な比準価格をもって鑑定評価額
を上記のとおり決定した。

［

［

事務所
Ｓ２

鳥取駅からやや離れた商業地域であるため、繁華性はあまり高くない。一方で近年の地価下落により価格に値頃感が出始め
ている。地域要因に大きな変動はなく、今後も概ね現状を維持するものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 62,500円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

鳥取駅北東
600m

鳥取
600m

(8)

北東18m県道

商業
(80,400)
準防

（その他）　　　　
(90,400)

総合病院が近くにあり、交
通量が多い。

１８ｍ県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

297

( )

⑨法令上の規制等

1:4

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

9.0  ｍ、　奥行　約 35.0  ｍ、　規模 300  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

62,500 円／㎡

48,300 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 8 令和 8年 7月 24日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

62,100

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

鳥取（県） -5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

-10.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

55,900 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

90.0 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 8年 1月]

令和 8年 7月 2日 正常価格

令和 8年 7月 21日令和 8年 7月 1日

18,600,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 62,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

52,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は鳥取市内の商業地域で、特に鳥取駅周辺の商業地域が中心となる。需要者は鳥取市内の法人や不動産業者が中
心となる。周辺には空きテナントが散見されるなど、市況の回復がやや遅れているが、直近においては立地に優る物件など
を中心に引き合いは徐々に増えてきている。商業地の取引件数は多くなく、取引規模等も多様であることから、需要の中心
となる価格帯を見いだすことは困難である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

鳥取（県） 2－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

鳥取（県） －5

基準地番号 提出先

2 鳥取県

所属分科会名

鳥取

業者名

氏名



63,043

73,987

53,726

66,432

77,506

］

］

］

］

］

⑪事情補
　正

長方形

不整形

長方形

ほぼ整
形

ほぼ長
方形

⑰推定標準価
格

⑱個別的要因の
　比較

円／㎡〕

正常

買進み

正常

正常

正常

商業
(90,400)
準防

商業
(90,240)
準防

商業
(90,400)
準防

商業
(100,400)
準防

商業
(100,360)
準防

建付
地

貸家
建付
地

建付
地

更地

建付
地

北東10m県道
中間画地

北東4m市道
中間画地

北東8m市道
中間画地

南西8m市道､南
東6m
角地

西6m市道､北6m
角地

58,984 64,30064,330

89,709 63,10063,075

54,269 56,50056,494

79,843 61,00061,003

76,645 67,60067,573

②所在及び地番並びに「住居表示｣
　等

①取引事
　例番号

100

100

100

/

100

98.0

117.3

95.1

108.9

114.7

100

100

100

100

100

(1)比準価格算定内訳

NO ⑨法令上の規制
　等

⑦接面道路
  の状況

⑧主要交通施
　設の状況

③取引時
　点

④類
　型

⑤地積 ⑥画地
の形状（㎡）

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

２６７１
１３

57-

（ ）

２６７１
１１

39-

（ ）

２６７１
０３

4-

（ ）

２６７１
２３

23-

（ ）

２６７１
１３

58-

（ ）

NO
(円／㎡)

⑩取引価格 ⑫時点修正 ⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正

⑮推定価格 ⑯地域要
因の比較(円／㎡) (円／㎡)

⑲査定価格

(円／㎡)

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

93.0［

10099.4［ ］

100
ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

［ ］125.0［ ］

100

［ ］

100

97.0［

100100［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

100［

10099.0［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

103.0［

10085.7［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

97.9［

10099.0［ ］

100

街路

交通･
接近

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100［ ］

100

0.0

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

-0.03

〔比準価格：

交通･接近

ア事情
の内容

街路

画地

イ月率
変動率

％／月

-7.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-1.00.0 交通･接近 -1.0

ウ標準化補正の内訳 エ地域要因の比較の内訳

環境

その他 その他

街路

行政

環境

0.00

交通･接近街路

画地

％／月

-3.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 -2.0 0.0

-5.0 +26.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.06

交通･接近街路

画地

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-1.0 -3.00.0 交通･接近 -1.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.35

交通･接近街路

画地

％／月

+3.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-1.0 +10.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.05

交通･接近街路

画地

％／月

-2.1

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-2.0 +17.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

オ比準価格決定の理由 62,500

鳥取（県） 2－ 宅地-2３　試算価格算定内訳

( )

( )

( )

( )

( )

5



直
接
法

⑨収益価格が試算
　できなかった場
　合その理由

収益還元法が適用
できない場合その
理由

10,721,346

-

③純収益

⑧収益価格 14,354,473 円

(円) (円) (円) (r-g)

①総収益 ②総費用

(円)

⑤土地に帰属する
　純収益

④建物に帰属する
　純収益

(円)(円)

⑥未収入期間修正
　後の純収益

⑦還元利回り

)(

48,300( 円／㎡)

％

0.9702 5.5 0.0 )(

5.513,127,820 2,406,474 813,7469,907,600 789,496

(3)収益価格算定内訳

鳥取（県） 2－ 宅地-35

［

［

［

［

［

［

］

既成宅地により再調達原価の把握が困難であるため。原価法が適用できない場合その理由

造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

⑥素地の補修正後の
　価格

⑮有効宅地化率で除
　した価格

⑱再調達原価⑭付帯費用の補修正
　後の価格

(2)積算価格算定内訳

(2)-2

(2)-1

交通･接近街路

％／月

行政環境 その他地域要因の比較

標準化補正 標準化補正月率
変動率

事情の
内容

内訳

素
地

造
成
工
事
費

％／月

月率
変動率

付
帯
費
用 ％／月

月率
変動率

⑳積算価格⑲熟成度修正

］

100

100

［ ］/100

［

円／㎡

］

100］

100

( %)

⑩造成工事費の
　補修正後の価格

⑪付帯費用 ⑫標準化補
　正

⑰個別的要
　因の比較

⑬時点修正

(円／㎡)(円/㎡)(円／㎡)

⑯地域要因
　の比較

⑦造成工事費

］

100 ］

100［ ］

100］

100

③素地の取得価格 ④事情補正 ⑨時点修正⑤時点修正

(円／㎡) (円/㎡)(円／㎡)

⑧標準化補
　正

(円/㎡)

①造成事例番号 - ②所在及び地番

(円／㎡)

(3)-1 収益還元法（直接法）の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４ （３）－２へ

⑦延床面積⑥建築工事費③投下資本収益率

⑧開発法による価格 円

(円) (円) (円／㎡) (㎡)

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和

(％)

⑤分譲可能床面積④販売単価(住宅)

(㎡)(円／㎡)

( 円／㎡)

(4)開発法による価格算定内訳

(4)-1 開発法の適用 する しない 開発法を適用する場合の理由

以下、開発法適用の場合は、宅地－６ （４）－２へ



2－ 宅地-45鳥取（県）

1,105,482

)－

－

－

商業
準防

⑤１㎡当た
り月額支払
賃料

の理由

1

2

3

1

2

3

運用利回り( ％)

][

[ ]

[ ]][ ][][

(

ｍ×
18.0

(3)-2想定建物の状況

①用途 ③構造・階層

⑥想定建物の概要

②建築面積 (㎡) (㎡)④延床面積

㎡

用途地域等 地積 間口･奥行基準建蔽率等 前面道路、幅員等

前面道路：

特定道路までの距離：

ｍ

ｍ
％ ％ ％

指定容積率 基準容積率等

⑦有効率

(円)

(円)

(円)(㎡) (㎡)(％)

階  層

②床面積 ③有効率 ④有効面積 ⑧a保証金等

⑧b権利金等⑦b権利金等（月数）

⑦a保証金等（月数）⑥月額支払賃料

計

(3)-3総収益算出内訳

⑨年額支払賃料

⑮保証金等の運用益（空室損失考慮後）

⑯権利金等の運用益及び償却額（空室損失考慮後）

⑱総収益 ⑭+⑮+⑯+⑰

円

円

円

円

12ヶ月

償却年数(

円／㎡)

店舗兼事務所

297

712.80237.60

フロア貸し　店舗・事務所を想定 88.3 査定

90 400 400

237.60 85.0 201.96
444,716

1,334,1483.0

1.0
2,202 444,716

～

712.80 629.64 1,105,482
3,316,446

13,265,7841,105,482

⑪その他の収入(駐車場使用料等)

31,8383,316,446

3

360,8291,105,482

13,127,820 44,201

％

＝×

8.5 35.0

３

⑤公法上の規制等

県道

(3)-4 １㎡当たりの月額支払賃料の算出根拠　　　(　)内は支払賃料

年)

②事例の実際
　実質賃料
　　(円/㎡)

NO

a

b

c

①事例番号

100

( )

2,270

2,202

⑩基準地基準階の
　賃料

円/㎡)

円/㎡

対象基準階の
　月額実質賃料

月額支払賃料

⑨査定実質
　賃料
　(円／㎡)

③事情
　補正

100

④時点
　修正

⑤標準化
　補正

⑥建物格
　差修正

⑦地域要
因の比較

⑧基準階
　格差修
　正

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

100 100100 100

100

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

100

100100 100100

100

88.3

237.60 90.0 213.84
350,698

1,052,0943.0

1.0
1,640 350,698

～

237.60 90.0 213.84
310,068

930,2043.0

1.0
1,450 310,068

～

～

～

ｍ

100 100100

( )

(

Ｓ

基準階 F B1

(円)

(

①用途

店舗

事務所

事務所

⑩a共益費（管理費） 円12ヶ月 0＝×

⑩b共益費（管理費）の算出根拠

円/㎡ 629.64 ㎡×

⑫貸倒れ損失(算出根拠、金額) 0 円

⑬空室等による損失相当額
(⑨+⑩a)×空室率A(%)+(⑪×空室率B(%))

円

円×

530,631

4.013,265,784

＝

％

⑭以上計　⑨+⑩a+⑪-⑫-⑬ 円12,735,153

その他の収入に係る保証金等の運用益(空室損失考慮後) 円円× 01.00 ＝％100.0％×⑰

円× 1.00 ＝％96.0％×

＝0.3400円× 96.0％×

1.00

円

円× ％＋

0 円12ヶ月＋ ＝×円/台 台×



(3)-6基本利率等

建物

土地 148,500

円

円

円

円

円

円

円

620,000

397,974

992,000

124,000

124,000

0

％50.0

0.5×124,000,000

3.0×13,265,784

査定額

124,000,000 × 16.00× ／ 1000

124,000,000

0.10

× 0.10

124,000,000

％

％

％

％

×

％％

％

％ 年

年

5.5

40

30

0.0

40

15

0.5 年 0.9702

円9,907,600

円

円

円

円

円

円

円/㎡)

10,721,346

9,907,600

813,746

789,496

2,658

13,127,820

2,406,474

(

(経費率 円/㎡)

48,300

18.38,103

712.80174,000

査  定  額

④ｃ：設備割合 ( 設備価格÷建物等価格 )

実額相当額

⑥ｇ：賃料の変動率

④損害保険料

(

⑤建物等の取壊費用の積立金

項      目

円①～⑥

②維持管理費

①修繕費

③公租公課

⑥その他費用

①ｒ：基本利率

②ａ：躯体割合 ( 躯体価格÷建物等価格 )

⑦総費用

⑦ｎa

算  出  根  拠

円

円  　　 　 (

％)

⑤ｍ：未収入期間

(3)-7建物等に帰属する純収益

①建物等の初期投資額

②元利逓増償還率

③建物等に帰属する純収益

⑤土地に帰属する純収益   ③-④

④建物等に帰属する純収益

①総収益

②総費用

×

①×②

設計監理料率

③純収益   ①-②

円/㎡)

(3)-8土地に帰属する純収益

％

円/㎡

 円/㎡)

(3)-5総費用算出内訳

算  出　根  拠

：設備の経済的耐用年数

項   目

⑥未収入期間を考慮した土地に帰属する純収益

⑤×α

(3)-9土地の収益価格 還元利回り (ｒ-ｇ）

2,406,474

124,000,000

0.0799

33,359

5.5

14,354,473

：躯体の経済的耐用年数

⑨ｎc

( ％)

⑩α：未収入期間を考慮した修正率

㎡×(100％＋

2－ 宅地-55鳥取（県）

％ 年30 20③ｂ：仕上割合 ( 仕上価格÷建物等価格 ) ：仕上の経済的耐用年数⑧ｎb

％＋

躯体部分 設備部分

× ％×0.0623 40 0.0996 30％＋

仕上部分

×0.0837 30



2－ 宅地-7

Ｎｏ

5鳥取（県）

鳥取市末広温泉町６０６番1 2700000226744-0000

所在及び地番 不動産ＩＤ

４　不動産ＩＤ

2
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4

5

6

7

8

9
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備考



鳥取市扇町１２８番１外

中層店舗兼事務所地

中層の事務所ビル、
店舗等が建ち並ぶ商
業地域

4

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 50 100 100 中層店舗兼事務所地

-

商業(80,400)

ホテルチェーンの地方都市への進出が進み、旧式化した駅周辺施
設の再整備に期待がかかっている。

新規ホテルの開業が続くなどして、鳥取駅周辺の土地利用が進み
つつある。

個別的要因に特段の変動はない。

対象基準地は鳥取駅近くの商業地域に所在し、類似地域の取引事例から求められた比準価格の規範性は高い。鳥取市の賃貸
市場はやや不安定・不確実であり、将来予測の困難性を伴うため、収益価格の規範性は低いといわざるをえない。また、既
成宅地のため積算価格の試算はできない。したがって、比準価格を重視し、収益価格を参考にとどめ、指定基準地からの検
討を考慮した結果、鑑定評価額を標記のとおり決定した。

［

［

店舗
Ｗ２

鳥取駅南口の商業地域である。最近では鳥取駅周辺に新規ホテルの開業が続くなどしており、今後にむけても周辺の地域要
因が変化しつつあり、地価は下落から横ばいに転じ、暫くは底堅く推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 85,500円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

鳥取駅南
250m

鳥取
250m

(8)

南東17.5m県道

商業
(80,400)

（その他）　　　　

特になし １７．５ｍ　県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

613

( )

⑨法令上の規制等

台形
1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

20.0  ｍ、　奥行　約 30.0  ｍ、　規模 600  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

85,500 円／㎡

42,600 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 8 令和 8年 7月 24日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

85,400

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

鳥取（県） -5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+2.0

0.0

-15.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

74,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

86.7 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 8年 1月]

令和 8年 7月 1日 正常価格

令和 8年 7月 16日令和 8年 7月 1日

52,400,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 85,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

68,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏を、鳥取駅を中心とする商業地域の圏域と判定した。鳥取駅周辺では新規ホテルの開業が続き、鳥取駅コンコー
スゾーン・飲食ゾーンもリニューアルした。今後にむけても鳥取駅周辺の地域要因が変化しつつあり、さらには鳥取駅再整
備計画への期待もあって、土地価格は下落から横ばいに転じたと認められる。市場での需要の中心となる価格帯は土地単価
で８～９万円／㎡程度である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

鳥取（県） 3－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

鳥取（県） －5

基準地番号 提出先

3 鳥取県

所属分科会名

鳥取

業者名

氏名



87,853

81,095

108,014

79,236

94,516

］

］

］

］

］

⑪事情補
　正

不整形

長方形

不整形

不整形

長方形

⑰推定標準価
格

⑱個別的要因の
　比較

円／㎡〕

正常

正常

正常

正常

正常

準工
(60,200)
特別用途地区

商業
(80,400)

商業
(100,500)
防火

商業
(80,400)

商業
(90,300)

更地

建付
地

建付
地

貸家
建付
地

建付
地

北西11.5m市道
中間画地

北23m県道､南
6m
二方路

北西27m県道､
北東18m
角地

西7.5m市道
中間画地

南5m市道
中間画地

85,217 85,50085,460

74,445 85,50085,453

86,735 85,30085,252

73,769 86,00086,033

94,800 85,10085,073

②所在及び地番並びに「住居表示｣
　等

①取引事
　例番号

/

100

100

100

100

102.8

94.9

126.7

92.1

111.1

100

100

100

100

100

(1)比準価格算定内訳

NO ⑨法令上の規制
　等

⑦接面道路
  の状況

⑧主要交通施
　設の状況

③取引時
　点

④類
　型

⑤地積 ⑥画地
の形状（㎡）

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

２６７１
０１

49-

（ ）

２６７１
１１

33-

（ ）

２６７１
２１

35-

（ ）

２６７１
０３

11-

（ ）

２６７１
２３

83-

（ ）

NO
(円／㎡)

⑩取引価格 ⑫時点修正 ⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正

⑮推定価格 ⑯地域要
因の比較(円／㎡) (円／㎡)

⑲査定価格

(円／㎡)

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

97.0［

100100［ ］

100
ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

91.8［

100100［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

80.3［

100100［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

93.1［

100100［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

100［

10099.7［ ］

100

街路

交通･
接近

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100［ ］

100

+7.0

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

0.00

〔比準価格：

交通･接近

ア事情
の内容

街路

画地

イ月率
変動率

％／月

-3.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-2.00.0 交通･接近 -2.0

ウ標準化補正の内訳 エ地域要因の比較の内訳

環境

その他 その他

街路

行政

環境

0.00

交通･接近街路

画地

％／月

-8.2

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

+2.0 -6.00.0 交通･接近 -1.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

0.00

交通･接近街路

画地

％／月

-19.7

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

+3.0 +23.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

0.00

交通･接近街路

画地

％／月

-6.9

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-6.0 -1.00.0 交通･接近 -1.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.02

交通･接近街路

画地

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-8.0 +15.00.0 交通･接近 +5.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

オ比準価格決定の理由 85,500

鳥取（県） 3－ 宅地-2３　試算価格算定内訳

( )

( )

( )

( )

( )

5



直
接
法

⑨収益価格が試算
　できなかった場
　合その理由

収益還元法が適用
できない場合その
理由

31,283,664

-

③純収益

⑧収益価格 26,124,200 円

(円) (円) (円) (r-g)

①総収益 ②総費用

(円)

⑤土地に帰属する
　純収益

④建物に帰属する
　純収益

(円)(円)

⑥未収入期間修正
　後の純収益

⑦還元利回り

)(

42,600( 円／㎡)

％

0.9702 5.5 0.0 )(

5.538,463,702 7,180,038 1,480,96429,802,700 1,436,831

(3)収益価格算定内訳

鳥取（県） 3－ 宅地-35

［

［

［

［

［

［

］

既成宅地であり、再調達原価の把握が困難であるため。原価法が適用できない場合その理由

造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

⑥素地の補修正後の
　価格

⑮有効宅地化率で除
　した価格

⑱再調達原価⑭付帯費用の補修正
　後の価格

(2)積算価格算定内訳

(2)-2

(2)-1

交通･接近街路

％／月

行政環境 その他地域要因の比較

標準化補正 標準化補正月率
変動率

事情の
内容

内訳

素
地

造
成
工
事
費

％／月

月率
変動率

付
帯
費
用 ％／月

月率
変動率

⑳積算価格⑲熟成度修正

］

100

100

［ ］/100

［

円／㎡

］

100］

100

( %)

⑩造成工事費の
　補修正後の価格

⑪付帯費用 ⑫標準化補
　正

⑰個別的要
　因の比較

⑬時点修正

(円／㎡)(円/㎡)(円／㎡)

⑯地域要因
　の比較

⑦造成工事費

］

100 ］

100［ ］

100］

100

③素地の取得価格 ④事情補正 ⑨時点修正⑤時点修正

(円／㎡) (円/㎡)(円／㎡)

⑧標準化補
　正

(円/㎡)

①造成事例番号 - ②所在及び地番

(円／㎡)

(3)-1 収益還元法（直接法）の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４ （３）－２へ

⑦延床面積⑥建築工事費③投下資本収益率

⑧開発法による価格 円

(円) (円) (円／㎡) (㎡)

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和

(％)

⑤分譲可能床面積④販売単価(住宅)

(㎡)(円／㎡)

( 円／㎡)

(4)開発法による価格算定内訳

(4)-1 開発法の適用 する しない 開発法を適用する場合の理由

以下、開発法適用の場合は、宅地－６ （４）－２へ



3－ 宅地-45鳥取（県）

3,238,994

)－

－

－

商業

⑤１㎡当た
り月額支払
賃料

の理由

1

2

3

4

1

2

3

4

運用利回り( ％)

][

[ ]

[ ]][ ][][

(

ｍ×
17.5

(3)-2想定建物の状況

①用途 ③構造・階層

⑥想定建物の概要

②建築面積 (㎡) (㎡)④延床面積

㎡

用途地域等 地積 間口･奥行基準建蔽率等 前面道路、幅員等

前面道路：

特定道路までの距離：

ｍ

ｍ
％ ％ ％

指定容積率 基準容積率等

⑦有効率

(円)

(円)

(円)(㎡) (㎡)(％)

階  層

②床面積 ③有効率 ④有効面積 ⑧a保証金等

⑧b権利金等⑦b権利金等（月数）

⑦a保証金等（月数）⑥月額支払賃料

計

(3)-3総収益算出内訳

⑨年額支払賃料

⑮保証金等の運用益（空室損失考慮後）

⑯権利金等の運用益及び償却額（空室損失考慮後）

⑱総収益 ⑭+⑮+⑯+⑰

円

円

円

円

12ヶ月

償却年数(

円／㎡)

店舗兼事務所

613

1,961.60490.40

１階店舗、２階以上事務所の部分貸し 80.0 査定による

80 400 400

490.40 80.0 392.32
1,012,186

3,036,5583.0

1.0
2,580 1,012,186

～

1,961.60 1,569.28 3,238,994
9,716,982

38,867,9283,238,994

⑪その他の収入(駐車場使用料等)

93,2839,716,982

3

1,057,2083,238,994

38,463,702 62,747

％

＝×

18.0 35.0

４

⑤公法上の規制等

県道

(3)-4 １㎡当たりの月額支払賃料の算出根拠　　　(　)内は支払賃料

年)

②事例の実際
　実質賃料
　　(円/㎡)

NO

a

b

c

①事例番号

100

( )

2,660

2,580

⑩基準地基準階の
　賃料

円/㎡)

円/㎡

対象基準階の
　月額実質賃料

月額支払賃料

⑨査定実質
　賃料
　(円／㎡)

③事情
　補正

100

④時点
　修正

⑤標準化
　補正

⑥建物格
　差修正

⑦地域要
因の比較

⑧基準階
　格差修
　正

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

100 100100 100

100

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

100

100100 100100

100

80.0

490.40 80.0 392.32
809,748

2,429,2443.0

1.0
2,064 809,748

～

490.40 80.0 392.32
708,530

2,125,5903.0

1.0
1,806 708,530

～

490.40 80.0 392.32
708,530

2,125,5903.0

1.0
1,806 708,530

～

～

ｍ

100 100100

( )

(

Ｓ

基準階 F B1

(円)

(

①用途

店舗

事務所

事務所

事務所

⑩a共益費（管理費） 円12ヶ月 0＝×

⑩b共益費（管理費）の算出根拠

円/㎡ 1,569.28 ㎡×

⑫貸倒れ損失(算出根拠、金額) 0保証金により担保されているため計上しない 円

⑬空室等による損失相当額
(⑨+⑩a)×空室率A(%)+(⑪×空室率B(%))

円

円×

1,554,717

4.038,867,928

＝

％

⑭以上計　⑨+⑩a+⑪-⑫-⑬ 円37,313,211

その他の収入に係る保証金等の運用益(空室損失考慮後) 円円× 01.00 ＝％100.0 ％×⑰

円× 1.00 ＝％96.0 ％×

＝0.3400円× 96.0 ％×

1.00

円

円× ％＋

0 円12ヶ月＋ ＝×円/台 台×



(3)-6基本利率等

建物

土地 419,000

円

円

円

円

円

円

円

1,865,000

1,166,038

2,984,000

373,000

373,000

0

％50.0

0.5×373,000,000

3.0×38,867,928

査定額

373,000,000 × 16.00× ／ 1000

373,000,000

0.10

× 0.10

373,000,000

％

％

％

％

×

％％

％

％ 年

年

5.5

40

30

0.0

40

15

0.5 年 0.9702

円29,802,700

円

円

円

円

円

円

円/㎡)

31,283,664

29,802,700

1,480,964

1,436,831

2,344

38,463,702

7,180,038

(

(経費率 円/㎡)

42,600

18.711,713

1,961.60190,000

査  定  額

④ｃ：設備割合 ( 設備価格÷建物等価格 )

実額相当額

⑥ｇ：賃料の変動率

④損害保険料

(

⑤建物等の取壊費用の積立金

項      目

円①～⑥

②維持管理費

①修繕費

③公租公課

⑥その他費用

①ｒ：基本利率

②ａ：躯体割合 ( 躯体価格÷建物等価格 )

⑦総費用

⑦ｎa

算  出  根  拠

円

円  　　 　 (

％)

⑤ｍ：未収入期間

(3)-7建物等に帰属する純収益

①建物等の初期投資額

②元利逓増償還率

③建物等に帰属する純収益

⑤土地に帰属する純収益   ③-④

④建物等に帰属する純収益

①総収益

②総費用

×

①×②

設計監理料率

③純収益   ①-②

円/㎡)

(3)-8土地に帰属する純収益

％

円/㎡

 円/㎡)

(3)-5総費用算出内訳

算  出　根  拠

：設備の経済的耐用年数

項   目

⑥未収入期間を考慮した土地に帰属する純収益

⑤×α

(3)-9土地の収益価格 還元利回り (ｒ-ｇ）

7,180,038

373,000,000

0.0799

48,618

5.5

26,124,200

：躯体の経済的耐用年数

⑨ｎc

( ％)

⑩α：未収入期間を考慮した修正率

㎡×(100％＋

3－ 宅地-55鳥取（県）

％ 年30 20③ｂ：仕上割合 ( 仕上価格÷建物等価格 ) ：仕上の経済的耐用年数⑧ｎb

％＋

躯体部分 設備部分

× ％×0.0623 40 0.0996 30％＋

仕上部分

×0.0837 30



3－ 宅地-7

Ｎｏ

5鳥取（県）

鳥取市扇町１２８番１1 2700000103553-0000

所在及び地番 不動産ＩＤ

４　不動産ＩＤ

鳥取市扇町１２９番１2 2700000103555-0000

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29
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31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

50

備考



鳥取市末広温泉町１２９番

低層店舗・事務所地

小売店舗が建ち並ぶ
市街地中心部の商業
地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 50 50 50 低層店舗・事務所地

-

商業(94,440)
防火

金利の上昇、建築費の高騰は新規投
資を抑制し、人件費・材料費の上昇
は事業運営を圧迫しており、消極的
な要因が多い。

地域要因の変動は特に認められない。

個別的要因の変動はない。

同一需給圏において、貸家及びその敷地の取引は散見される。但し、更地を購入して賃貸用ビルを建築している事例はほぼ
確認出来ないことから、収益還元法の説得力は劣るものと判断する。一方で、建付地の取引であるものの、市場参加者は近
傍類似の取引価格を考慮して意思決定しているものと判断されることから、比準価格は市場参加者の行動を反映した価格で
ある。よって、比準価格を標準として、収益価格は参考に留め、鑑定評価額を決定した。

［

［

店舗兼住宅
ＲＣ２

ＪＲ鳥取駅周辺では新規ホテル開発が見られるなど、観光客等増加に伴う前向きな設備投資が見られる。近隣地域を含む鳥
取駅からのアクセスが良好、かつ、視認性の高い地域は今後も前向きな動向が期待される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 74,000円／㎡

公示価格 74,000円／㎡

標準地番号 鳥取 4-5

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

鳥取駅北東
400m

鳥取
400m

(8)

北西22m国道

商業
(80,500)
防火

（その他）　　　　
(94,440)

旧市街地に存するアーケー
ド商店街

２２ｍ国道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

163

( )

⑨法令上の規制等

1:5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

6.0 ｍ、　奥行　約 27.0  ｍ、　規模 160 ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

74,000 円／㎡

48,800 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0 0.0％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 8 令和 8年 7月 16日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 8年 1月]

令和 8年 7月 1日 正常価格

令和 8年 7月 15日令和 8年 7月 1日

12,100,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 74,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

59,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、ＪＲ鳥取駅周辺の商業地域一帯である。纏まった規模の土地はホテルや共同住宅の建築が見られる。一方で、
中小規模の土地においては、飲食店・小売店舗等の建物の利用が中心であり、需要者としては法人・個人を問わない。近年
衰退傾向にあったとは言え、供給は限定であった。そして、供給されるのは基本的には建付地である。地上建物の築後経過
年数や地上建物の入居者の有無により価格帯にバラつきが見られ中心となる価格帯は見出せない。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

鳥取（県） 4－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

鳥取（県） －5

基準地番号 提出先

4 鳥取県

所属分科会名

鳥取

業者名

氏名



90,499

77,902

63,043

77,506

71,082

］

］

］

］

］

⑪事情補
　正

ほぼ長
方形

ほぼ長
方形

長方形

ほぼ長
方形

ほぼ整
形

⑰推定標準価
格

⑱個別的要因の
　比較

円／㎡〕

正常

正常

正常

正常

正常

商業
(100,500)
防火

商業
(90,360)
準防

商業
(90,400)
準防

商業
(100,360)
準防

商業
(90,360)
準防

建付
地

建付
地

建付
地

建付
地

建付
地

北西27m県道
中間画地

北西6m市道
中間画地

北東10m県道
中間画地

西6m市道､北6m
角地

南西6m市道
中間画地

89,675 73,20073,219

78,768 73,20073,216

58,984 73,60073,562

76,645 73,60073,605

93,719 79,70079,688

②所在及び地番並びに「住居表示｣
　等

①取引事
　例番号

100

100

100

100

100

123.6

106.4

85.7

105.3

89.2

100

100

100

100

100

(1)比準価格算定内訳

NO ⑨法令上の規制
　等

⑦接面道路
  の状況

⑧主要交通施
　設の状況

③取引時
　点

④類
　型

⑤地積 ⑥画地
の形状（㎡）

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

２６７１
１３

55-

（ ）

２６７１
１３

56-

（ ）

２６７１
１３

57-

（ ）

２６７１
１３

58-

（ ）

２６７１
２３

7-

（ ）

NO
(円／㎡)

⑩取引価格 ⑫時点修正 ⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正

⑮推定価格 ⑯地域要
因の比較(円／㎡) (円／㎡)

⑲査定価格

(円／㎡)

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

98.0［

10098.9［ ］

100
ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

100［

10098.9［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

93.0［

10099.4［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

97.9［

10099.0［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

130.0［

10098.6［ ］

100

街路

交通･
接近

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100［ ］

100

+20.0

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

-0.06

〔比準価格：

交通･接近

ア事情
の内容

街路

画地

イ月率
変動率

％／月

-2.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.00.0 交通･接近 +3.0

ウ標準化補正の内訳 エ地域要因の比較の内訳

環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.06

交通･接近街路

画地

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-8.0 +18.00.0 交通･接近 -2.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.03

交通･接近街路

画地

％／月

-7.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-4.0 -5.00.0 交通･接近 -6.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.05

交通･接近街路

画地

％／月

-2.1

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-8.0 +18.00.0 交通･接近 -3.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.08

交通･接近街路

画地

％／月

+30.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-8.0 0.00.0 交通･接近 -3.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

オ比準価格決定の理由 74,000

鳥取（県） 4－ 宅地-2３　試算価格算定内訳

( )

( )

( )

( )

( )

5



直
接
法

⑨収益価格が試算
　できなかった場
　合その理由

収益還元法が適用
できない場合その
理由

6,602,819

-

③純収益

⑧収益価格 7,947,164 円

(円) (円) (円) (r-g)

①総収益 ②総費用

(円)

⑤土地に帰属する
　純収益

④建物に帰属する
　純収益

(円)(円)

⑥未収入期間修正
　後の純収益

⑦還元利回り

)(

48,800( 円／㎡)

％

0.9702 5.5 0.0 )(

5.58,097,806 1,494,987 450,5196,152,300 437,094

(3)収益価格算定内訳

鳥取（県） 4－ 宅地-35

［

［

［

［

［

［

］

既成市街地により再調達原価の把握が困難であるため。原価法が適用できない場合その理由

造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

⑥素地の補修正後の
　価格

⑮有効宅地化率で除
　した価格

⑱再調達原価⑭付帯費用の補修正
　後の価格

(2)積算価格算定内訳

(2)-2

(2)-1

交通･接近街路

％／月

行政環境 その他地域要因の比較

標準化補正 標準化補正月率
変動率

事情の
内容

内訳

素
地

造
成
工
事
費

％／月

月率
変動率

付
帯
費
用 ％／月

月率
変動率

⑳積算価格⑲熟成度修正

］

100

100

［ ］/100

［

円／㎡

］

100］

100

( %)

⑩造成工事費の
　補修正後の価格

⑪付帯費用 ⑫標準化補
　正

⑰個別的要
　因の比較

⑬時点修正

(円／㎡)(円/㎡)(円／㎡)

⑯地域要因
　の比較

⑦造成工事費

］

100 ］

100［ ］

100］

100

③素地の取得価格 ④事情補正 ⑨時点修正⑤時点修正

(円／㎡) (円/㎡)(円／㎡)

⑧標準化補
　正

(円/㎡)

①造成事例番号 - ②所在及び地番

(円／㎡)

(3)-1 収益還元法（直接法）の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４ （３）－２へ

⑦延床面積⑥建築工事費③投下資本収益率

⑧開発法による価格 円

(円) (円) (円／㎡) (㎡)

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和

(％)

⑤分譲可能床面積④販売単価(住宅)

(㎡)(円／㎡)

( 円／㎡)

(4)開発法による価格算定内訳

(4)-1 開発法の適用 する しない 開発法を適用する場合の理由

以下、開発法適用の場合は、宅地－６ （４）－２へ



4－ 宅地-45鳥取（県）

681,909

)－

－

－

商業
防火

⑤１㎡当た
り月額支払
賃料

の理由

1

2

3

1

2

3

運用利回り( ％)

][

[ ]

[ ]][ ][][

(

ｍ×
22.0

(3)-2想定建物の状況

①用途 ③構造・階層

⑥想定建物の概要

②建築面積 (㎡) (㎡)④延床面積

㎡

用途地域等 地積 間口･奥行基準建蔽率等 前面道路、幅員等

前面道路：

特定道路までの距離：

ｍ

ｍ
％ ％ ％

指定容積率 基準容積率等

⑦有効率

(円)

(円)

(円)(㎡) (㎡)(％)

階  層

②床面積 ③有効率 ④有効面積 ⑧a保証金等

⑧b権利金等⑦b権利金等（月数）

⑦a保証金等（月数）⑥月額支払賃料

計

(3)-3総収益算出内訳

⑨年額支払賃料

⑮保証金等の運用益（空室損失考慮後）

⑯権利金等の運用益及び償却額（空室損失考慮後）

⑱総収益 ⑭+⑮+⑯+⑰

円

円

円

円

12ヶ月

償却年数(

円／㎡)

店舗兼事務所

163

440.10146.70

各階２区画 83.3 査定による

94 500 440

146.70 80.0 117.36
258,427

775,2813.0

1.0
2,202 258,427

～

440.10 366.76 681,909
2,045,727

8,182,908681,909

⑪その他の収入(駐車場使用料等)

19,6392,045,727

3

222,575681,909

8,097,806 49,680

％

＝×

6.0 29.0

３

⑤公法上の規制等

国道

(3)-4 １㎡当たりの月額支払賃料の算出根拠　　　(　)内は支払賃料

年)

②事例の実際
　実質賃料
　　(円/㎡)

NO

a

b

c

①事例番号

100

( )

2,270

2,202

⑩基準地基準階の
　賃料

円/㎡)

円/㎡

対象基準階の
　月額実質賃料

月額支払賃料

⑨査定実質
　賃料
　(円／㎡)

③事情
　補正

100

④時点
　修正

⑤標準化
　補正

⑥建物格
　差修正

⑦地域要
因の比較

⑧基準階
　格差修
　正

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

100 100100 100

100

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

100

100100 100100

100

83.3

146.70 85.0 124.70
225,832

677,4963.0

1.0
1,811 225,832

～

146.70 85.0 124.70
197,650

592,9503.0

1.0
1,585 197,650

～

～

～

ｍ

100 100100

( )

(

Ｓ

基準階 F B1

(円)

(

①用途

店舗

事務所

事務所

⑩a共益費（管理費） 円12ヶ月 0＝×

⑩b共益費（管理費）の算出根拠

円/㎡ 366.76 ㎡×

⑫貸倒れ損失(算出根拠、金額) 0保証金により担保されている 円

⑬空室等による損失相当額
(⑨+⑩a)×空室率A(%)+(⑪×空室率B(%))

円

円×

327,316

4.08,182,908

＝

％

⑭以上計　⑨+⑩a+⑪-⑫-⑬ 円7,855,592

その他の収入に係る保証金等の運用益(空室損失考慮後) 円円× 01.00 ＝％100.0％×⑰

円× 1.00 ＝％96.0％×

＝0.3400円× 96.0％×

1.00

円

円× ％＋

0 円12ヶ月＋ ＝×円/台 台×



(3)-6基本利率等

建物

土地 94,500

円

円

円

円

円

円

円

385,000

245,487

616,000

77,000

77,000

0

％50.0

0.5×77,000,000

3.0×8,182,908

査定額

77,000,000 × 16.00× ／ 1000

77,000,000

0.10

× 0.10

77,000,000

％

％

％

％

×

％％

％

％ 年

年

5.5

40

30

0.0

40

15

0.5 年 0.9702

円6,152,300

円

円

円

円

円

円

円/㎡)

6,602,819

6,152,300

450,519

437,094

2,682

8,097,806

1,494,987

(

(経費率 円/㎡)

48,800

18.59,172

440.10175,000

査  定  額

④ｃ：設備割合 ( 設備価格÷建物等価格 )

実額相当額

⑥ｇ：賃料の変動率

④損害保険料

(

⑤建物等の取壊費用の積立金

項      目

円①～⑥

②維持管理費

①修繕費

③公租公課

⑥その他費用

①ｒ：基本利率

②ａ：躯体割合 ( 躯体価格÷建物等価格 )

⑦総費用

⑦ｎa

算  出  根  拠

円

円  　　 　 (

％)

⑤ｍ：未収入期間

(3)-7建物等に帰属する純収益

①建物等の初期投資額

②元利逓増償還率

③建物等に帰属する純収益

⑤土地に帰属する純収益   ③-④

④建物等に帰属する純収益

①総収益

②総費用

×

①×②

設計監理料率

③純収益   ①-②

円/㎡)

(3)-8土地に帰属する純収益

％

円/㎡

 円/㎡)

(3)-5総費用算出内訳

算  出　根  拠

：設備の経済的耐用年数

項   目

⑥未収入期間を考慮した土地に帰属する純収益

⑤×α

(3)-9土地の収益価格 還元利回り (ｒ-ｇ）

1,494,987

77,000,000

0.0799

37,744

5.5

7,947,164

：躯体の経済的耐用年数

⑨ｎc

( ％)

⑩α：未収入期間を考慮した修正率

㎡×(100％＋

4－ 宅地-55鳥取（県）

％ 年30 20③ｂ：仕上割合 ( 仕上価格÷建物等価格 ) ：仕上の経済的耐用年数⑧ｎb

％＋

躯体部分 設備部分

× ％×0.0623 40 0.0996 30％＋

仕上部分

×0.0837 30



4－ 宅地-7

Ｎｏ

5鳥取（県）

鳥取市末広温泉町１２９番1 2700000226470-0000

所在及び地番 不動産ＩＤ

４　不動産ＩＤ

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

50

備考



鳥取市栄町６０９番

中層店舗兼事務所地

中層の店舗ビルが建
ち並ぶ駅近くの商業
地域

4

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北0 20 20 30 中層店舗兼事務所地

-

商業(100,600)
防火

緩やかな景気の回復が続いており、個人消費は持ち直しの動きが
見られる。雇用・所得環境も持ち直しの傾向が見られる。

周辺には空店舗、事務所が散見されるが、徐々に市況は回復傾向
にある。

個別的要因に変動はない。

比準価格は中心商業地の取引事例を中心に試算されたものであり、実証的な価格である。一方、収益価格は自己使用の店舗
も周辺には多く、賃貸市場の成熟の程度は高くないため土地価格に見合う賃料水準が形成されておらず低位に求められた。
したがって、収益価格は参考に留め、指定基準地との検討を踏まえ、市場を反映した実証的な比準価格をもって鑑定評価額
を上記のとおり決定した。

［

［

店舗兼事務所
Ｓ６

周辺のホテル開業等により鳥取駅周辺における人通りは増えつつあり、路面店舗の空室も改善傾向がみられる。市況の回復
に力強さはまだみられないものの、需要は回復傾向にある。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 101,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

鳥取駅北東
200m

鳥取
200m

(8)

南東27m県道

商業
(80,600)
防火

（その他）　　　　
(100,600)

特にない ２７ｍ県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

272

( )

⑨法令上の規制等

1:2.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

11.0  ｍ、　奥行　約 25.0  ｍ、　規模 275  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

101,000 円／㎡

58,800 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 8 令和 8年 7月 24日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

101,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

鳥取（県） -5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

-1.0

-25.0

-1.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

74,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

73.5 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 8年 1月]

令和 8年 7月 2日 正常価格

令和 8年 7月 21日令和 8年 7月 1日

27,500,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 101,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

81,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は鳥取市内の商業地域で、特に鳥取駅周辺の商業地域が中心となる。需要者は鳥取市内の法人や不動産業者が中
心となる。周辺には空きテナントが散見されるなど、市況の回復がやや遅れていたが、直近においては駅前の人通りは増え、
立地に優る物件などを中心に引き合いは徐々に増えてきている。商業地の取引件数は多くなく、取引規模等も多様であるこ
とから、需要の中心となる価格帯を見いだすことは困難である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

鳥取（県） 5－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

鳥取（県） －5

基準地番号 提出先

5 鳥取県

所属分科会名

鳥取

業者名

氏名



91,465

107,297

87,548

108,014

71,082

］

］

］

］

］

⑪事情補
　正

長方形

長方形

ほぼ長
方形

不整形

ほぼ整
形

⑰推定標準価
格

⑱個別的要因の
　比較

円／㎡〕

正常

正常

正常

正常

正常

商業
(100,500)
防火

商業
(100,600)
防火

商業
(80,400)

商業
(100,500)
防火

商業
(90,360)
準防

建付
地

建付
地

更地

建付
地

建付
地

南東22m国道
中間画地

北東27m県道
中間画地

南西10.5m市道
中間画地

北西27m県道､
北東18m
角地

南西6m市道
中間画地

94,184 101,000101,402

109,264 107,000107,297

90,723 94,00094,037

86,735 110,000110,218

93,719 95,40095,412

②所在及び地番並びに「住居表示｣
　等

①取引事
　例番号

100

100

/

100

100

90.2

100

93.1

98.0

74.5

100

100

100

100

100

(1)比準価格算定内訳

NO ⑨法令上の規制
　等

⑦接面道路
  の状況

⑧主要交通施
　設の状況

③取引時
　点

④類
　型

⑤地積 ⑥画地
の形状（㎡）

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

２６７１
２３

8-

（ ）

２６７１
２３

1-

（ ）

２６７１
２３

12-

（ ）

２６７１
２１

35-

（ ）

２６７１
２３

7-

（ ）

NO
(円／㎡)

⑩取引価格 ⑫時点修正 ⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正

⑮推定価格 ⑯地域要
因の比較(円／㎡) (円／㎡)

⑲査定価格

(円／㎡)

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

97.0［

10094.2［ ］

100
ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

100［

10098.2［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

100［

10096.5［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

80.3［

100100［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

130.0［

10098.6［ ］

100

街路

交通･
接近

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100［ ］

100

-8.0

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

-0.20

〔比準価格：

交通･接近

ア事情
の内容

街路

画地

イ月率
変動率

％／月

-3.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 -1.0 0.0

0.00.0 交通･接近 -1.0

ウ標準化補正の内訳 エ地域要因の比較の内訳

環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.08

交通･接近街路

画地

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 0.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.12

交通･接近街路

画地

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 -2.0 0.0

-2.0 -5.00.0 交通･接近 +2.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

0.00

交通･接近街路

画地

％／月

-19.7

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 -1.0 0.0

0.0 0.00.0 交通･接近 -1.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.08

交通･接近街路

画地

％／月

+30.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 -2.0 0.0

-3.0 -20.00.0 交通･接近 -2.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

オ比準価格決定の理由 101,000

鳥取（県） 5－ 宅地-2３　試算価格算定内訳

( )

( )

( )

( )

( )

5



直
接
法

⑨収益価格が試算
　できなかった場
　合その理由

収益還元法が適用
できない場合その
理由

10,255,424

-

③純収益

⑧収益価格 16,001,673 円

(円) (円) (円) (r-g)

①総収益 ②総費用

(円)

⑤土地に帰属する
　純収益

④建物に帰属する
　純収益

(円)(円)

⑥未収入期間修正
　後の純収益

⑦還元利回り

)(

58,800( 円／㎡)

％

0.9702 5.5 0.0 )(

5.512,612,578 2,357,154 907,1249,348,300 880,092

(3)収益価格算定内訳

鳥取（県） 5－ 宅地-35

［

［

［

［

［

［

］

既成宅地により再調達原価の把握が困難であるため。原価法が適用できない場合その理由

造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

⑥素地の補修正後の
　価格

⑮有効宅地化率で除
　した価格

⑱再調達原価⑭付帯費用の補修正
　後の価格

(2)積算価格算定内訳

(2)-2

(2)-1

交通･接近街路

％／月

行政環境 その他地域要因の比較

標準化補正 標準化補正月率
変動率

事情の
内容

内訳

素
地

造
成
工
事
費

％／月

月率
変動率

付
帯
費
用 ％／月

月率
変動率

⑳積算価格⑲熟成度修正

］

100

100

［ ］/100

［

円／㎡

］

100］

100

( %)

⑩造成工事費の
　補修正後の価格

⑪付帯費用 ⑫標準化補
　正

⑰個別的要
　因の比較

⑬時点修正

(円／㎡)(円/㎡)(円／㎡)

⑯地域要因
　の比較

⑦造成工事費

］

100 ］

100［ ］

100］

100

③素地の取得価格 ④事情補正 ⑨時点修正⑤時点修正

(円／㎡) (円/㎡)(円／㎡)

⑧標準化補
　正

(円/㎡)

①造成事例番号 - ②所在及び地番

(円／㎡)

(3)-1 収益還元法（直接法）の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４ （３）－２へ

⑦延床面積⑥建築工事費③投下資本収益率

⑧開発法による価格 円

(円) (円) (円／㎡) (㎡)

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和

(％)

⑤分譲可能床面積④販売単価(住宅)

(㎡)(円／㎡)

( 円／㎡)

(4)開発法による価格算定内訳

(4)-1 開発法の適用 する しない 開発法を適用する場合の理由

以下、開発法適用の場合は、宅地－６ （４）－２へ



5－ 宅地-45鳥取（県）

1,062,094

)－

－

－

商業
防火

⑤１㎡当た
り月額支払
賃料

の理由

1

2

3

1

2

3

運用利回り( ％)

][

[ ]

[ ]][ ][][

(

ｍ×
27.0

(3)-2想定建物の状況

①用途 ③構造・階層

⑥想定建物の概要

②建築面積 (㎡) (㎡)④延床面積

㎡

用途地域等 地積 間口･奥行基準建蔽率等 前面道路、幅員等

前面道路：

特定道路までの距離：

ｍ

ｍ
％ ％ ％

指定容積率 基準容積率等

⑦有効率

(円)

(円)

(円)(㎡) (㎡)(％)

階  層

②床面積 ③有効率 ④有効面積 ⑧a保証金等

⑧b権利金等⑦b権利金等（月数）

⑦a保証金等（月数）⑥月額支払賃料

計

(3)-3総収益算出内訳

⑨年額支払賃料

⑮保証金等の運用益（空室損失考慮後）

⑯権利金等の運用益及び償却額（空室損失考慮後）

⑱総収益 ⑭+⑮+⑯+⑰

円

円

円

円

12ヶ月

償却年数(

円／㎡)

店舗兼事務所

272

660.00220.00

１階店舗、２～３階事務所でフロア貸しを想定。 83.3 周辺類似建物を参考に想定した。

100 600 600

220.00 80.0 176.00
431,904

1,295,7123.0

1.0
2,454 431,904

～

660.00 550.00 1,062,094
3,186,282

12,745,1281,062,094

⑪その他の収入(駐車場使用料等)

30,5883,186,282

3

346,6671,062,094

12,612,578 46,370

％

＝×

10.5 26.0

３

⑤公法上の規制等

県道

(3)-4 １㎡当たりの月額支払賃料の算出根拠　　　(　)内は支払賃料

年)

②事例の実際
　実質賃料
　　(円/㎡)

NO

a

b

c

①事例番号

100

( )

2,530

2,454

⑩基準地基準階の
　賃料

円/㎡)

円/㎡

対象基準階の
　月額実質賃料

月額支払賃料

⑨査定実質
　賃料
　(円／㎡)

③事情
　補正

100

④時点
　修正

⑤標準化
　補正

⑥建物格
　差修正

⑦地域要
因の比較

⑧基準階
　格差修
　正

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

100 100100 100

100

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

100

100100 100100

100

83.3

220.00 85.0 187.00
338,470

1,015,4103.0

1.0
1,810 338,470

～

220.00 85.0 187.00
291,720

875,1603.0

1.0
1,560 291,720

～

～

～

ｍ

100 100100

( )

(

Ｓ

基準階 F B1

(円)

(

①用途

店舗

事務所

事務所

⑩a共益費（管理費） 円12ヶ月 0＝×

⑩b共益費（管理費）の算出根拠

円/㎡ 550.00 ㎡×

⑫貸倒れ損失(算出根拠、金額) 0 円

⑬空室等による損失相当額
(⑨+⑩a)×空室率A(%)+(⑪×空室率B(%))

円

円×

509,805

4.012,745,128

＝

％

⑭以上計　⑨+⑩a+⑪-⑫-⑬ 円12,235,323

その他の収入に係る保証金等の運用益(空室損失考慮後) 円円× 01.00 ＝％100.0％×⑰

円× 1.00 ＝％96.0％×

＝0.3400円× 96.0％×

1.00

円

円× ％＋

0 円12ヶ月＋ ＝×円/台 台×



(3)-6基本利率等

建物

土地 219,800

円

円

円

円

円

円

円

585,000

382,354

936,000

117,000

117,000

0

％50.0

0.5×117,000,000

3.0×12,745,128

査定額

117,000,000 × 16.00× ／ 1000

117,000,000

0.10

× 0.10

117,000,000

％

％

％

％

×

％％

％

％ 年

年

5.5

40

30

0.0

40

15

0.5 年 0.9702

円9,348,300

円

円

円

円

円

円

円/㎡)

10,255,424

9,348,300

907,124

880,092

3,236

12,612,578

2,357,154

(

(経費率 円/㎡)

58,800

18.78,666

660.00178,000

査  定  額

④ｃ：設備割合 ( 設備価格÷建物等価格 )

実額相当額

⑥ｇ：賃料の変動率

④損害保険料

(

⑤建物等の取壊費用の積立金

項      目

円①～⑥

②維持管理費

①修繕費

③公租公課

⑥その他費用

①ｒ：基本利率

②ａ：躯体割合 ( 躯体価格÷建物等価格 )

⑦総費用

⑦ｎa

算  出  根  拠

円

円  　　 　 (

％)

⑤ｍ：未収入期間

(3)-7建物等に帰属する純収益

①建物等の初期投資額

②元利逓増償還率

③建物等に帰属する純収益

⑤土地に帰属する純収益   ③-④

④建物等に帰属する純収益

①総収益

②総費用

×

①×②

設計監理料率

③純収益   ①-②

円/㎡)

(3)-8土地に帰属する純収益

％

円/㎡

 円/㎡)

(3)-5総費用算出内訳

算  出　根  拠

：設備の経済的耐用年数

項   目

⑥未収入期間を考慮した土地に帰属する純収益

⑤×α

(3)-9土地の収益価格 還元利回り (ｒ-ｇ）

2,357,154

117,000,000

0.0799

34,369

5.5

16,001,673

：躯体の経済的耐用年数

⑨ｎc

( ％)

⑩α：未収入期間を考慮した修正率

㎡×(100％＋

5－ 宅地-55鳥取（県）

％ 年30 20③ｂ：仕上割合 ( 仕上価格÷建物等価格 ) ：仕上の経済的耐用年数⑧ｎb

％＋

躯体部分 設備部分

× ％×0.0623 40 0.0996 30％＋

仕上部分

×0.0837 30



5－ 宅地-7

Ｎｏ

5鳥取（県）

鳥取市栄町６０９番1 2700000157096-0000

所在及び地番 不動産ＩＤ

４　不動産ＩＤ

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

50

備考



鳥取市瓦町６０５番

低層店舗兼事務所地

小規模店舗を中心と
した既成商業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 50 50 100 低層店舗兼事務所地

-

商業(90,400)
準防

緩やかな景気の回復が続いており、個人消費は持ち直しの動きが
見られる。雇用・所得環境も持ち直しの傾向が見られる。

中心市街地の衰退により、空店舗、事務所が散見され、市場はま
だ弱さがみられる。

個別的要因に変動はない。

比準価格は中心商業地の取引事例を中心に試算されたものであり、実証的な価格である。一方、収益価格は自己使用の店舗
も周辺には多く、賃貸市場の成熟の程度は高くないため土地価格に見合う賃料水準が形成されておらず低位に求められた。
したがって、収益価格は参考に留め、直近の地価動向にも留意し、市場を反映した実証的な比準価格をもって鑑定評価額を
上記のとおり決定した。

［

［

旅館
Ｓ４

鳥取駅からやや離れた商業地域であり、空きテナントが散見される。飲食店舗や事務所など一定の需要は期待出来るものの、
需要は強くなく、地価動向にも大きな変化はない。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 55,900円／㎡

公示価格 55,900円／㎡

標準地番号 鳥取 20-5

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

鳥取駅北
500m

鳥取
500m

(8)

南東15m市道

商業
(80,400)
準防

（その他）　　　　
(90,400)

店舗・事務所などが見られ
る商業地域

１５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

165

( )

⑨法令上の規制等

1:4.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

6.0  ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 120  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

55,900 円／㎡

35,400 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0 0.0％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 8 令和 8年 7月 24日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 8年 1月]

令和 8年 7月 2日 正常価格

令和 8年 7月 21日令和 8年 7月 1日

9,220,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 55,900 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

45,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は鳥取市内の商業地域で、特に鳥取駅周辺の商業地域が中心となる。需要者は鳥取市内の法人や個人事業者が中
心となる。当該地域は旧来からの商店街であり周辺には依然として空きテナントが散見されるなど、市況の回復が遅れてい
るが、直近においては立地に優る物件などを中心に引き合いは徐々に増えてきている。商業地の取引件数は多くなく、取引
規模等も多様であることから、需要の中心となる価格帯を見いだすことは困難である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

鳥取（県） 6－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

鳥取（県） －5

基準地番号 提出先

6 鳥取県

所属分科会名

鳥取

業者名

氏名



50,186

41,819

60,494

55,562

63,117

］

］

］

］

］

⑪事情補
　正

不整形

ほぼ長
方形

ほぼ長
方形

ほぼ長
方形

ほぼ長
方形

⑰推定標準価
格

⑱個別的要因の
　比較

円／㎡〕

正常

正常

正常

正常

正常

商業
(90,400)
準防

商業
(90,400)
準防

商業
(90,400)
準防

近商
(90,300)
準防

近商
(90,300)
準防

更地

更地

更地

更地

建付
地

西8m県道
中間画地

南西8m市道
中間画地

西15m県道
中間画地

北東24m県道
中間画地

南12m市道
中間画地

45,167 55,10055,089

37,637 50,20050,203

60,494 61,10061,105

55,562 56,10056,123

63,117 57,00056,965

②所在及び地番並びに「住居表示｣
　等

①取引事
　例番号

/

/

/

/

100

91.1

83.3

99.0

99.0

110.8

100

100

100

100

100

(1)比準価格算定内訳

NO ⑨法令上の規制
　等

⑦接面道路
  の状況

⑧主要交通施
　設の状況

③取引時
　点

④類
　型

⑤地積 ⑥画地
の形状（㎡）

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

２６７１
２１

58-

（ ）

２６７１
２３

3-

（ ）

２６７１
２３

29-

（ ）

２６７１
２３

90-

（ ）

２６７１
２３

22-

（ ）

NO
(円／㎡)

⑩取引価格 ⑫時点修正 ⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正

⑮推定価格 ⑯地域要
因の比較(円／㎡) (円／㎡)

⑲査定価格

(円／㎡)

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

90.0［

100100［ ］

100
ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

90.0［

100100［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

100［

100100［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

100［

100100［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

100［

100100［ ］

100

街路

交通･
接近

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100［ ］

100

-7.0

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

0.00

〔比準価格：

交通･接近

ア事情
の内容

街路

画地

イ月率
変動率

％／月

-10.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-1.00.0 交通･接近 -1.0

ウ標準化補正の内訳 エ地域要因の比較の内訳

環境

その他 その他

街路

行政

環境

0.00

交通･接近街路

画地

％／月

-10.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-1.0 -15.00.0 交通･接近 -1.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

0.00

交通･接近街路

画地

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 0.00.0 交通･接近 -1.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

0.00

交通･接近街路

画地

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 -1.0 0.0

+1.0 0.00.0 交通･接近 -1.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

0.00

交通･接近街路

画地

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 -1.0 0.0

0.0 +13.00.0 交通･接近 -1.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

オ比準価格決定の理由 55,900

鳥取（県） 6－ 宅地-2３　試算価格算定内訳

( )

( )

( )

( )

( )

5



直
接
法

⑨収益価格が試算
　できなかった場
　合その理由

収益還元法が適用
できない場合その
理由

3,703,037

-

③純収益

⑧収益価格 5,843,382 円

(円) (円) (円) (r-g)

①総収益 ②総費用

(円)

⑤土地に帰属する
　純収益

④建物に帰属する
　純収益

(円)(円)

⑥未収入期間修正
　後の純収益

⑦還元利回り

)(

35,400( 円／㎡)

％

0.9702 5.5 0.0 )(

5.54,547,702 844,665 331,2573,371,780 321,386

(3)収益価格算定内訳

鳥取（県） 6－ 宅地-35

［

［

［

［

［

［

］

既成宅地により再調達原価の把握が困難であるため。原価法が適用できない場合その理由

造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

⑥素地の補修正後の
　価格

⑮有効宅地化率で除
　した価格

⑱再調達原価⑭付帯費用の補修正
　後の価格

(2)積算価格算定内訳

(2)-2

(2)-1

交通･接近街路

％／月

行政環境 その他地域要因の比較

標準化補正 標準化補正月率
変動率

事情の
内容

内訳

素
地

造
成
工
事
費

％／月

月率
変動率

付
帯
費
用 ％／月

月率
変動率

⑳積算価格⑲熟成度修正

］

100

100

［ ］/100

［

円／㎡

］

100］

100

( %)

⑩造成工事費の
　補修正後の価格

⑪付帯費用 ⑫標準化補
　正

⑰個別的要
　因の比較

⑬時点修正

(円／㎡)(円/㎡)(円／㎡)

⑯地域要因
　の比較

⑦造成工事費

］

100 ］

100［ ］

100］

100

③素地の取得価格 ④事情補正 ⑨時点修正⑤時点修正

(円／㎡) (円/㎡)(円／㎡)

⑧標準化補
　正

(円/㎡)

①造成事例番号 - ②所在及び地番

(円／㎡)

(3)-1 収益還元法（直接法）の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４ （３）－２へ

⑦延床面積⑥建築工事費③投下資本収益率

⑧開発法による価格 円

(円) (円) (円／㎡) (㎡)

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和

(％)

⑤分譲可能床面積④販売単価(住宅)

(㎡)(円／㎡)

( 円／㎡)

(4)開発法による価格算定内訳

(4)-1 開発法の適用 する しない 開発法を適用する場合の理由

以下、開発法適用の場合は、宅地－６ （４）－２へ



6－ 宅地-45鳥取（県）

382,958

)－

－

－

商業
準防

⑤１㎡当た
り月額支払
賃料

の理由

1

2

1

2

運用利回り( ％)

][

[ ]

[ ]][ ][][

(

ｍ×
15.0

(3)-2想定建物の状況

①用途 ③構造・階層

⑥想定建物の概要

②建築面積 (㎡) (㎡)④延床面積

㎡

用途地域等 地積 間口･奥行基準建蔽率等 前面道路、幅員等

前面道路：

特定道路までの距離：

ｍ

ｍ
％ ％ ％

指定容積率 基準容積率等

⑦有効率

(円)

(円)

(円)(㎡) (㎡)(％)

階  層

②床面積 ③有効率 ④有効面積 ⑧a保証金等

⑧b権利金等⑦b権利金等（月数）

⑦a保証金等（月数）⑥月額支払賃料

計

(3)-3総収益算出内訳

⑨年額支払賃料

⑮保証金等の運用益（空室損失考慮後）

⑯権利金等の運用益及び償却額（空室損失考慮後）

⑱総収益 ⑭+⑮+⑯+⑰

円

円

円

円

12ヶ月

償却年数(

円／㎡)

店舗兼事務所

165

264.00132.00

フロア貸しで１階店舗、２階事務所 82.5 周辺地域の標準的な有効率を参考とした。

90 400 400

132.00 80.0 105.60
207,926

623,7783.0

1.0
1,969 207,926

～

264.00 217.80 382,958
1,148,874

4,595,496382,958

⑪その他の収入(駐車場使用料等)

11,0291,148,874

3

124,997382,958

4,547,702 27,562

％

＝×

6.0 27.0

２

⑤公法上の規制等

市道

(3)-4 １㎡当たりの月額支払賃料の算出根拠　　　(　)内は支払賃料

年)

②事例の実際
　実質賃料
　　(円/㎡)

NO

a

b

c

①事例番号

100

( )

2,030

1,969

⑩基準地基準階の
　賃料

円/㎡)

円/㎡

対象基準階の
　月額実質賃料

月額支払賃料

⑨査定実質
　賃料
　(円／㎡)

③事情
　補正

100

④時点
　修正

⑤標準化
　補正

⑥建物格
　差修正

⑦地域要
因の比較

⑧基準階
　格差修
　正

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

100 100100 100

100

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

100

100100 100100

100

82.5

132.00 85.0 112.20
175,032

525,0963.0

1.0
1,560 175,032

～

～

～

～

ｍ

100 100100

( )

(

Ｓ

基準階 F B1

(円)

(

①用途

店舗

事務所

⑩a共益費（管理費） 円12ヶ月 0＝×

⑩b共益費（管理費）の算出根拠

円/㎡ 217.80 ㎡×

⑫貸倒れ損失(算出根拠、金額) 0 円

⑬空室等による損失相当額
(⑨+⑩a)×空室率A(%)+(⑪×空室率B(%))

円

円×

183,820

4.04,595,496

＝

％

⑭以上計　⑨+⑩a+⑪-⑫-⑬ 円4,411,676

その他の収入に係る保証金等の運用益(空室損失考慮後) 円円× 01.00 ＝％100.0％×⑰

円× 1.00 ＝％96.0％×

＝0.3400円× 96.0％×

1.00

円

円× ％＋

0 円12ヶ月＋ ＝×円/台 台×



(3)-6基本利率等

建物

土地 73,800

円

円

円

円

円

円

円

211,000

137,865

337,600

42,200

42,200

0

％50.0

0.5×42,200,000

3.0×4,595,496

査定額

42,200,000 × 16.00× ／ 1000

42,200,000

0.10

× 0.10

42,200,000

％

％

％

％

×

％％

％

％ 年

年

5.5

40

30

0.0

40

15

0.5 年 0.9702

円3,371,780

円

円

円

円

円

円

円/㎡)

3,703,037

3,371,780

331,257

321,386

1,948

4,547,702

844,665

(

(経費率 円/㎡)

35,400

18.65,119

264.00160,000

査  定  額

④ｃ：設備割合 ( 設備価格÷建物等価格 )

実額相当額

⑥ｇ：賃料の変動率

④損害保険料

(

⑤建物等の取壊費用の積立金

項      目

円①～⑥

②維持管理費

①修繕費

③公租公課

⑥その他費用

①ｒ：基本利率

②ａ：躯体割合 ( 躯体価格÷建物等価格 )

⑦総費用

⑦ｎa

算  出  根  拠

円

円  　　 　 (

％)

⑤ｍ：未収入期間

(3)-7建物等に帰属する純収益

①建物等の初期投資額

②元利逓増償還率

③建物等に帰属する純収益

⑤土地に帰属する純収益   ③-④

④建物等に帰属する純収益

①総収益

②総費用

×

①×②

設計監理料率

③純収益   ①-②

円/㎡)

(3)-8土地に帰属する純収益

％

円/㎡

 円/㎡)

(3)-5総費用算出内訳

算  出　根  拠

：設備の経済的耐用年数

項   目

⑥未収入期間を考慮した土地に帰属する純収益

⑤×α

(3)-9土地の収益価格 還元利回り (ｒ-ｇ）

844,665

42,200,000

0.0799

20,435

5.5

5,843,382

：躯体の経済的耐用年数

⑨ｎc

( ％)

⑩α：未収入期間を考慮した修正率

㎡×(100％＋

6－ 宅地-55鳥取（県）

％ 年30 20③ｂ：仕上割合 ( 仕上価格÷建物等価格 ) ：仕上の経済的耐用年数⑧ｎb

％＋

躯体部分 設備部分

× ％×0.0623 40 0.0996 30％＋

仕上部分

×0.0837 30



6－ 宅地-7

Ｎｏ

5鳥取（県）

鳥取市瓦町６０５番1 2700000126848-0000

所在及び地番 不動産ＩＤ

４　不動産ＩＤ

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

50

備考



鳥取市湖山町北１丁目５５７番外

低層店舗兼事務所地

小売店舗が建ち並ぶ
県道沿いの商業地域

6

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北200 200 50 50 低層店舗兼事務所地

-

近商(90,200)
準防

物価上昇、国際情勢等の先行き不透明感のなか、立地条件良好な
路線商業地域は安定的である。

地域要因に特段の変動はない。

個別的要因に特段の変動はない。

対象基準地は鳥取大学周辺の路線商業地域に存し、類似地域の取引事例から求められた比準価格の規範性は高い。鳥取市に
おける賃貸市場はやや不安定・不確実であり、将来予測の困難性を伴うため、収益価格の規範性は低いといわざるをえない。
また、既成宅地のため積算価格の試算はできない。したがって、比準価格を重視し、収益価格を参考にとどめ、指定基準地
からの検討を考慮した結果、鑑定評価額を標記のとおり決定した。

［

［

店舗兼住宅
Ｗ２

鳥取大学周辺の路線商業地域で、自動車交通量・歩行者ともに多く、背後住宅地への需要も旺盛で、安定的な路線商業地域
として概ね現状のまま推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 64,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

鳥取大学前駅北東
500m

鳥取大学前
500m

(8)

北15m県道

近商
(80,200)
準防

（その他）　　　　
(90,200)

特になし １５ｍ　県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

361

( )

⑨法令上の規制等

台形
1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

15.0  ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 300  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

64,000 円／㎡

32,100 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 8 令和 8年 7月 24日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

64,100

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

鳥取（県） -5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+5.0

-17.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

55,900 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

87.2 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和  年 1月]

令和 8年 7月 1日 正常価格

令和 8年 7月 16日令和 8年 7月 1日

23,100,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 64,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏を鳥取市中心部周辺の幹線道路沿いに形成された路線商業地域の圏域と判定した。その中でも、千代川以西に位
置する路線商業地域との関連が強い。鳥取大学に近く、自動車交通量・歩行者ともに多く、背後住宅地も十分で、路線商業
地域として安定的である。主たる需要者は店舗用地の取得を目的とする中小規模事業者が想定される。需要の中心となる価
格帯は土地単価で６～７万円／㎡となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

鳥取（県） 7－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

鳥取（県） －5

基準地番号 提出先

7 鳥取県

所属分科会名

鳥取

業者名

氏名



55,220

49,665

56,028

74,703

70,000

］

］

］

］

］

⑪事情補
　正

長方形

ほぼ整
形

ほぼ長
方形

ほぼ長
方形

長方形

⑰推定標準価
格

⑱個別的要因の
　比較

円／㎡〕

正常

正常

正常

正常

正常

２中専
(60,200)

１住居
(60,200)

近商
(80,200)

準工
(70,200)
特別用途地区

工業
(60,200)

建付
地

建付
地

建付
地

建付
地

更地

西10m県道
中間画地

南21m県道
中間画地

南東10m県道､
北東2.5m
角地

北12m県道､西
4m
角地

北11m県道
中間画地

55,000 64,70064,736

49,665 63,30063,268

54,851 63,50063,524

75,969 64,00063,958

70,000 64,30064,279

②所在及び地番並びに「住居表示｣
　等

①取引事
　例番号

100

100

100

100

/

85.3

78.5

88.2

116.8

108.9

100

100

100

100

100

(1)比準価格算定内訳

NO ⑨法令上の規制
　等

⑦接面道路
  の状況

⑧主要交通施
　設の状況

③取引時
　点

④類
　型

⑤地積 ⑥画地
の形状（㎡）

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

２６７１
２１

33-

（ ）

２６７１
０３

15-

（ ）

２６７１
２１

3-

（ ）

２６７１
０３

16-

（ ）

２６７１
０３

14-

（ ）

NO
(円／㎡)

⑩取引価格 ⑫時点修正 ⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正

⑮推定価格 ⑯地域要
因の比較(円／㎡) (円／㎡)

⑲査定価格

(円／㎡)

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

100［

100100.4［ ］

100
ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

100［

100100［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

97.9［

100100［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

102.0［

100100.3［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

100［

100100［ ］

100

街路

交通･
接近

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100［ ］

100

-13.0

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

+0.06

〔比準価格：

交通･接近

ア事情
の内容

街路

画地

イ月率
変動率

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-2.00.0 交通･接近 0.0

ウ標準化補正の内訳 エ地域要因の比較の内訳

環境

その他 その他

街路

行政

環境

0.00

交通･接近街路

画地

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

+2.0 -23.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

0.00

交通･接近街路

画地

％／月

-2.1

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-2.0 -10.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

+0.02

交通･接近街路

画地

％／月

+2.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-1.0 +18.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

0.00

交通･接近街路

画地

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-1.0 +10.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

オ比準価格決定の理由 64,000

鳥取（県） 7－ 宅地-2３　試算価格算定内訳

( )

( )

( )

( )

( )

5



直
接
法

⑨収益価格が試算
　できなかった場
　合その理由

収益還元法が適用
できない場合その
理由

4,811,553

-

③純収益

⑧収益価格 11,585,127 円

(円) (円) (円) (r-g)

①総収益 ②総費用

(円)

⑤土地に帰属する
　純収益

④建物に帰属する
　純収益

(円)(円)

⑥未収入期間修正
　後の純収益

⑦還元利回り

)(

32,100( 円／㎡)

％

0.9702 5.5 0.0 )(

5.55,957,146 1,145,593 656,7534,154,800 637,182

(3)収益価格算定内訳

鳥取（県） 7－ 宅地-35

［

［

［

［

［

［

］

既成宅地であり、再調達原価の把握が困難であるため。原価法が適用できない場合その理由

造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

⑥素地の補修正後の
　価格

⑮有効宅地化率で除
　した価格

⑱再調達原価⑭付帯費用の補修正
　後の価格

(2)積算価格算定内訳

(2)-2

(2)-1

交通･接近街路

％／月

行政環境 その他地域要因の比較

標準化補正 標準化補正月率
変動率

事情の
内容

内訳

素
地

造
成
工
事
費

％／月

月率
変動率

付
帯
費
用 ％／月

月率
変動率

⑳積算価格⑲熟成度修正

］

100

100

［ ］/100

［

円／㎡

］

100］

100

( %)

⑩造成工事費の
　補修正後の価格

⑪付帯費用 ⑫標準化補
　正

⑰個別的要
　因の比較

⑬時点修正

(円／㎡)(円/㎡)(円／㎡)

⑯地域要因
　の比較

⑦造成工事費

］

100 ］

100［ ］

100］

100

③素地の取得価格 ④事情補正 ⑨時点修正⑤時点修正

(円／㎡) (円/㎡)(円／㎡)

⑧標準化補
　正

(円/㎡)

①造成事例番号 - ②所在及び地番

(円／㎡)

(3)-1 収益還元法（直接法）の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４ （３）－２へ

⑦延床面積⑥建築工事費③投下資本収益率

⑧開発法による価格 円

(円) (円) (円／㎡) (㎡)

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和

(％)

⑤分譲可能床面積④販売単価(住宅)

(㎡)(円／㎡)

( 円／㎡)

(4)開発法による価格算定内訳

(4)-1 開発法の適用 する しない 開発法を適用する場合の理由

以下、開発法適用の場合は、宅地－６ （４）－２へ



7－ 宅地-45鳥取（県）

501,646

)－

－

－

近商
準防

⑤１㎡当た
り月額支払
賃料

の理由

1

2

1

2

運用利回り( ％)

][

[ ]

[ ]][ ][][

(

ｍ×
15.0

(3)-2想定建物の状況

①用途 ③構造・階層

⑥想定建物の概要

②建築面積 (㎡) (㎡)④延床面積

㎡

用途地域等 地積 間口･奥行基準建蔽率等 前面道路、幅員等

前面道路：

特定道路までの距離：

ｍ

ｍ
％ ％ ％

指定容積率 基準容積率等

⑦有効率

(円)

(円)

(円)(㎡) (㎡)(％)

階  層

②床面積 ③有効率 ④有効面積 ⑧a保証金等

⑧b権利金等⑦b権利金等（月数）

⑦a保証金等（月数）⑥月額支払賃料

計

(3)-3総収益算出内訳

⑨年額支払賃料

⑮保証金等の運用益（空室損失考慮後）

⑯権利金等の運用益及び償却額（空室損失考慮後）

⑱総収益 ⑭+⑮+⑯+⑰

円

円

円

円

12ヶ月

償却年数(

円／㎡)

店舗兼事務所

361

288.80144.40

１階：フロア貸し店舗、２階：フロア貸し事務所 100.0 外階段のため

90 200 200

144.40 100.0 144.40
278,692

836,0763.0

1.0
1,930 278,692

～

288.80 288.80 501,646
1,504,938

6,019,752501,646

⑪その他の収入(駐車場使用料等)

14,4471,504,938

3

163,737501,646

5,957,146 16,502

％

＝×

22.0 22.0

２

⑤公法上の規制等

県道

(3)-4 １㎡当たりの月額支払賃料の算出根拠　　　(　)内は支払賃料

年)

②事例の実際
　実質賃料
　　(円/㎡)

NO

a

b

c

①事例番号

100

( )

1,990

1,930

⑩基準地基準階の
　賃料

円/㎡)

円/㎡

対象基準階の
　月額実質賃料

月額支払賃料

⑨査定実質
　賃料
　(円／㎡)

③事情
　補正

100

④時点
　修正

⑤標準化
　補正

⑥建物格
　差修正

⑦地域要
因の比較

⑧基準階
　格差修
　正

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

100 100100 100

100

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

100

100100 100100

100

100.0

144.40 100.0 144.40
222,954

668,8623.0

1.0
1,544 222,954

～

～

～

～

ｍ

100 100100

( )

(

Ｓ

基準階 F B1

(円)

(

①用途

店舗

事務所

⑩a共益費（管理費） 円12ヶ月 0＝×

⑩b共益費（管理費）の算出根拠

円/㎡ 288.80 ㎡×

⑫貸倒れ損失(算出根拠、金額) 0保証金等により担保されているため計上しない 円

⑬空室等による損失相当額
(⑨+⑩a)×空室率A(%)+(⑪×空室率B(%))

円

円×

240,790

4.06,019,752

＝

％

⑭以上計　⑨+⑩a+⑪-⑫-⑬ 円5,778,962

その他の収入に係る保証金等の運用益(空室損失考慮後) 円円× 01.00 ＝％100.0 ％×⑰

円× 1.00 ＝％96.0 ％×

＝0.3400円× 96.0 ％×

1.00

円

円× ％＋

0 円12ヶ月＋ ＝×円/台 台×



(3)-6基本利率等

建物

土地 185,000

円

円

円

円

円

円

円

260,000

180,593

416,000

52,000

52,000

0

％50.0

0.5×52,000,000

3.0×6,019,752

査定額

52,000,000 × 16.00× ／ 1000

52,000,000

0.10

× 0.10

52,000,000

％

％

％

％

×

％％

％

％ 年

年

5.5

40

30

0.0

40

15

0.5 年 0.9702

円4,154,800

円

円

円

円

円

円

円/㎡)

4,811,553

4,154,800

656,753

637,182

1,765

5,957,146

1,145,593

(

(経費率 円/㎡)

32,100

19.23,173

288.80180,000

査  定  額

④ｃ：設備割合 ( 設備価格÷建物等価格 )

実額相当額

⑥ｇ：賃料の変動率

④損害保険料

(

⑤建物等の取壊費用の積立金

項      目

円①～⑥

②維持管理費

①修繕費

③公租公課

⑥その他費用

①ｒ：基本利率

②ａ：躯体割合 ( 躯体価格÷建物等価格 )

⑦総費用

⑦ｎa

算  出  根  拠

円

円  　　 　 (

％)

⑤ｍ：未収入期間

(3)-7建物等に帰属する純収益

①建物等の初期投資額

②元利逓増償還率

③建物等に帰属する純収益

⑤土地に帰属する純収益   ③-④

④建物等に帰属する純収益

①総収益

②総費用

×

①×②

設計監理料率

③純収益   ①-②

円/㎡)

(3)-8土地に帰属する純収益

％

円/㎡

 円/㎡)

(3)-5総費用算出内訳

算  出　根  拠

：設備の経済的耐用年数

項   目

⑥未収入期間を考慮した土地に帰属する純収益

⑤×α

(3)-9土地の収益価格 還元利回り (ｒ-ｇ）

1,145,593

52,000,000

0.0799

11,509

5.5

11,585,127

：躯体の経済的耐用年数

⑨ｎc

( ％)

⑩α：未収入期間を考慮した修正率

㎡×(100％＋

7－ 宅地-55鳥取（県）

％ 年30 20③ｂ：仕上割合 ( 仕上価格÷建物等価格 ) ：仕上の経済的耐用年数⑧ｎb

％＋

躯体部分 設備部分

× ％×0.0623 40 0.0996 30％＋

仕上部分

×0.0837 30



7－ 宅地-7

Ｎｏ

5鳥取（県）

鳥取市湖山町北一丁目５５７番1 2700000184723-0000

所在及び地番 不動産ＩＤ

４　不動産ＩＤ

鳥取市湖山町北一丁目５５９番2 2700000184725-0000
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鳥取市福部町海士字西ノ野１８番１３

低層店舗地

店舗、営業所等が見
られる県道沿いの商
業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北150 300 100 100 低層店舗地

-

（都）(70,400)

旧郡部・郡部の商業地域においては、新規資本の投入は少なく、
総じて需要は低調である。

地域要因に特段の変動はない。

個別的要因に特段の変動はない。

対象基準地は鳥取市福部町の路線商業地域に所在し、主たる需要者は周辺の取引価格水準に着目して意思決定を行うため、
比準価格の規範性は高い。なお、自用の店舗等が殆どで賃貸市場の熟成度は低く、収益価格の試算はできない。また、既成
宅地のため積算価格の試算はできない。したがって、比準価格の試算過程を再吟味した結果、これを妥当と判断し、鑑定評
価額を標記のとおり決定した。

［

［

店舗
Ｗ１

県道沿いの路線商業地域であるが、交通量は少なく、今後も緩やかな衰退傾向にて推移していくものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 17,900円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

福部駅西
2.2km

福部
2.2km

(8)

北西15m県道

（都）
(70,400)

（その他）　　　　

店舗が点在する県道沿いの
商業地域

１５ｍ　県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

363

( )

⑨法令上の規制等

台形
1.2:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

15.0  ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 300  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

17,700 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.1％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 8 令和 8年 7月 24日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和  年 1月]

令和 8年 7月 1日 正常価格

令和 8年 7月 16日令和 8年 7月 1日

6,430,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 17,700 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏を、鳥取市福部町及び隣接の岩美郡岩美町の幹線道路沿い等に商業地域または商住混在地域が存する圏域と判定
した。主たる需要者は地縁的選好性を有する同一需給圏内の個人事業者・中小法人等が想定されるが、旧郡部・郡部におけ
る事業用地に対する需要は弱く、対象基準地の属する不動産市場は弱含みである。事業形態等により取引規模・取引事情等
が多様であるため、需要の中心となる価格帯は特にない。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

鳥取（県） 8－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

鳥取（県） －5

基準地番号 提出先

8 鳥取県

所属分科会名

鳥取

業者名

氏名



19,960

13,762

19,034

14,659

19,223

］

］

］

］

］

⑪事情補
　正

ほぼ整
形

ほぼ台
形

不整形

ほぼ長
方形

ほぼ整
形

⑰推定標準価
格

⑱個別的要因の
　比較

円／㎡〕

正常

正常

正常

正常

正常

（都）
(70,330)

（都）
(80,400)

（都）
(70,400)

（都）
(70,300)

（都）
(70,390)

建付
地

建付
地

建付
地

更地

更地

北東5.5m市道
中間画地

北10m町道､東
4m
角地

北西15m県道､
西2m
二方路

北西5m私道
中間画地

北西6.5m県道
中間画地

20,182 17,80017,774

14,246 17,70017,735

17,800 17,90017,940

15,081 17,20017,165

19,900 17,90017,882

②所在及び地番並びに「住居表示｣
　等

①取引事
　例番号

100

100

100

/

/

112.3

77.6

106.1

85.4

107.5

100

100

100

100

100

(1)比準価格算定内訳

NO ⑨法令上の規制
　等

⑦接面道路
  の状況

⑧主要交通施
　設の状況

③取引時
　点

④類
　型

⑤地積 ⑥画地
の形状（㎡）

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

２６７１
０１

1-

（ ）

２６７１
１１

3-

（ ）

２６７１
０３

24-

（ ）

２６７１
０３

26-

（ ）

２６７１
０３

27-

（ ）

NO
(円／㎡)

⑩取引価格 ⑫時点修正 ⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正

⑮推定価格 ⑯地域要
因の比較(円／㎡) (円／㎡)

⑲査定価格

(円／㎡)

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

100［

10098.9［ ］

100
ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

103.0［

10099.5［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

90.9［

10097.2［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

100［

10097.2［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

100［

10096.6［ ］

100

街路

交通･
接近

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100［ ］

100

+22.0

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

-0.10

〔比準価格：

交通･接近

ア事情
の内容

街路

画地

イ月率
変動率

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-7.00.0 交通･接近 -1.0

ウ標準化補正の内訳 エ地域要因の比較の内訳

環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.05

交通･接近街路

画地

％／月

+3.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-2.0 -20.00.0 交通･接近 -1.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.08

交通･接近街路

画地

％／月

-9.1

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 +4.00.0 交通･接近 +2.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.10

交通･接近街路

画地

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-7.0 -10.00.0 交通･接近 +2.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.08

交通･接近街路

画地

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-6.0 +4.00.0 交通･接近 +10.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

オ比準価格決定の理由 17,700

鳥取（県） 8－ 宅地-2３　試算価格算定内訳

( )

( )

( )

( )

( )

5



直
接
法

⑨収益価格が試算
　できなかった場
　合その理由

収益還元法が適用
できない場合その
理由

旧福部村の路線商業地域であり、賃貸需要が殆どなく、賃貸市場が未成熟であるため。

-

③純収益

⑧収益価格 円

(円) (円) (円) (r-g)

①総収益 ②総費用

(円)

⑤土地に帰属する
　純収益

④建物に帰属する
　純収益

(円)(円)

⑥未収入期間修正
　後の純収益

⑦還元利回り

)(

( 円／㎡)

％

)(

(3)収益価格算定内訳

鳥取（県） 8－ 宅地-35

［

［

［

［

［

［

］

既成宅地であり、再調達原価の把握が困難であるため。原価法が適用できない場合その理由

造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

⑥素地の補修正後の
　価格

⑮有効宅地化率で除
　した価格

⑱再調達原価⑭付帯費用の補修正
　後の価格

(2)積算価格算定内訳

(2)-2

(2)-1

交通･接近街路

％／月

行政環境 その他地域要因の比較

標準化補正 標準化補正月率
変動率

事情の
内容

内訳

素
地

造
成
工
事
費

％／月

月率
変動率

付
帯
費
用 ％／月

月率
変動率

⑳積算価格⑲熟成度修正

］

100

100

［ ］/100

［

円／㎡

］

100］

100

( %)

⑩造成工事費の
　補修正後の価格

⑪付帯費用 ⑫標準化補
　正

⑰個別的要
　因の比較

⑬時点修正

(円／㎡)(円/㎡)(円／㎡)

⑯地域要因
　の比較

⑦造成工事費

］

100 ］

100［ ］

100］

100

③素地の取得価格 ④事情補正 ⑨時点修正⑤時点修正

(円／㎡) (円/㎡)(円／㎡)

⑧標準化補
　正

(円/㎡)

①造成事例番号 - ②所在及び地番

(円／㎡)

(3)-1 収益還元法（直接法）の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４ （３）－２へ

⑦延床面積⑥建築工事費③投下資本収益率

⑧開発法による価格 円

(円) (円) (円／㎡) (㎡)

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和

(％)

⑤分譲可能床面積④販売単価(住宅)

(㎡)(円／㎡)

( 円／㎡)

(4)開発法による価格算定内訳

(4)-1 開発法の適用 する しない 開発法を適用する場合の理由

以下、開発法適用の場合は、宅地－６ （４）－２へ



8－ 宅地-7

Ｎｏ

5鳥取（県）

鳥取市福部町海士字西ノ野１８番１３1 2700000001647-0000

所在及び地番 不動産ＩＤ

４　不動産ＩＤ

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

50

備考



鳥取市用瀬町用瀬字屋敷下側中３８０番

低層店舗兼住宅地

小売店舗、一般住宅
等が混在する古くか
らの商業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北150 100 100 150 低層店舗兼住宅地

-

都計外

緩やかな景気の回復が続いており、個人消費は持ち直しの動きが
見られる。雇用・所得環境も持ち直しの傾向が見られる。

地域の衰退が顕著であり、低調な商況が続いている。

個別的要因に変動はない。

比準価格は、類似地域から比較可能な取引事例を補修正して求めた価格で、市場の実態を反映している。対象基準地は商業
地域に所在するが、賃貸市場が形成されていないため収益価格は適用しない。需要者の中心は、市場性、取引価格水準を指
標として判断を行うため、比準価格の規範性は高いと判断した。したがって、取引市場の実態を反映した比準価格を採用し、
直近の地価動向にも留意して鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

店舗兼住宅
Ｓ２

旧用瀬町の中心商業地域であるが、地域の衰退が著しく、商況は低迷している。今後も店舗需要の改善は期待することが難
しいため、地価は依然として下落傾向が続くと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 17,300円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

用瀬駅南西
250m

用瀬
250m

(8)

南東7m県道

都計外

（その他）　　　　

旧役場も存する町の中心的
地域

７ｍ県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

284

( )

⑨法令上の規制等

1:7.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

7.0  ｍ、　奥行　約 43.0  ｍ、　規模 300  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

16,700 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-3.5％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 8 令和 8年 7月 24日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和  年 1月]

令和 8年 7月 2日 正常価格

令和 8年 7月 21日令和 8年 7月 1日

4,740,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 16,700 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は鳥取市用瀬町を中心に鳥取市郊外及び八頭郡の商業地域である。需要者の中心は近隣地域に地縁を有する個人
事業者が中心であり、圏外からの需要はほとんど見られない。近隣地域は古くからの商業地域であるが、近年は郊外型の大
型店舗の出店により、衰退が著しく、市況は低迷している。需要の中心となる価格帯は、土地総額で５００万円前後になる
と思料する。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

鳥取（県） 9－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

鳥取（県） －5

基準地番号 提出先

9 鳥取県

所属分科会名

鳥取

業者名

氏名



15,763

11,197

20,111

21,597

］

］

］

］

］

⑪事情補
　正

不整形

ほぼ長
方形

長方形

不整形

⑰推定標準価
格

⑱個別的要因の
　比較

円／㎡〕

正常

正常

正常

正常

都計外

都計外

（都）
(70,360)
準防

（都）
(70,390)

更地

建付
地

更地

更地

北西18m国道
中間画地

南18m国道､東
4.5m
角地

南東6m町道
中間画地

東6.5m町道
中間画地

15,096 15,80015,763

11,951 15,30015,255

20,521 19,00018,991

13,847 16,60016,562

②所在及び地番並びに「住居表示｣
　等

①取引事
　例番号

/

100

/

/

100

73.4

105.9

130.4

100

100

100

100

100

(1)比準価格算定内訳

NO ⑨法令上の規制
　等

⑦接面道路
  の状況

⑧主要交通施
　設の状況

③取引時
　点

④類
　型

⑤地積 ⑥画地
の形状（㎡）

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

２６７１
１１

20-

（ ）

２６７０
８３

18-

（ ）

２６７１
２１

34-

（ ）

２６７１
２３

81-

（ ）

-

（ ）

NO
(円／㎡)

⑩取引価格 ⑫時点修正 ⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正

⑮推定価格 ⑯地域要
因の比較(円／㎡) (円／㎡)

⑲査定価格

(円／㎡)

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

95.0［

10099.2［ ］

100
ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

103.0［

10096.5［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

100［

10098.0［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

59.5［

10092.8［ ］

100

［ ］［ ］

100

［ ］

100

［

100［ ］

100

街路

交通･
接近

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100［ ］

100

0.0

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

-0.10

〔比準価格：

交通･接近

ア事情
の内容

街路

画地

イ月率
変動率

％／月

-5.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

+1.00.0 交通･接近 -1.0

ウ標準化補正の内訳 エ地域要因の比較の内訳

環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.10

交通･接近街路

画地

％／月

+3.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

+1.0 -28.00.0 交通･接近 +1.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.25

交通･接近街路

画地

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-1.0 +8.00.0 交通･接近 -1.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.25

交通･接近街路

画地

％／月

-40.5

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-1.0 +33.00.0 交通･接近 -1.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

交通･接近街路

画地

％／月

行政

交通･接近環境

その他 その他

街路

行政

環境

オ比準価格決定の理由 16,700

鳥取（県） 9－ 宅地-2３　試算価格算定内訳

( )

( )

( )

( )

( )

5



直
接
法

⑨収益価格が試算
　できなかった場
　合その理由

収益還元法が適用
できない場合その
理由

賃貸市場が未成熟で、最有効使用及び市場参加者の観点から収益還元法は規範性に乏しいので適用しない。

-

③純収益

⑧収益価格 円

(円) (円) (円) (r-g)

①総収益 ②総費用

(円)

⑤土地に帰属する
　純収益

④建物に帰属する
　純収益

(円)(円)

⑥未収入期間修正
　後の純収益

⑦還元利回り

)(

( 円／㎡)

％

)(

(3)収益価格算定内訳

鳥取（県） 9－ 宅地-35

［

［

［

［

［

［

］

既成宅地により再調達原価の把握が困難であるため。原価法が適用できない場合その理由

造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

⑥素地の補修正後の
　価格

⑮有効宅地化率で除
　した価格

⑱再調達原価⑭付帯費用の補修正
　後の価格

(2)積算価格算定内訳

(2)-2

(2)-1

交通･接近街路

％／月

行政環境 その他地域要因の比較

標準化補正 標準化補正月率
変動率

事情の
内容

内訳

素
地

造
成
工
事
費

％／月

月率
変動率

付
帯
費
用 ％／月

月率
変動率

⑳積算価格⑲熟成度修正

］

100

100

［ ］/100

［

円／㎡

］

100］

100

( %)

⑩造成工事費の
　補修正後の価格

⑪付帯費用 ⑫標準化補
　正

⑰個別的要
　因の比較

⑬時点修正

(円／㎡)(円/㎡)(円／㎡)

⑯地域要因
　の比較

⑦造成工事費

］

100 ］

100［ ］

100］

100

③素地の取得価格 ④事情補正 ⑨時点修正⑤時点修正

(円／㎡) (円/㎡)(円／㎡)

⑧標準化補
　正

(円/㎡)

①造成事例番号 - ②所在及び地番

(円／㎡)

(3)-1 収益還元法（直接法）の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４ （３）－２へ

⑦延床面積⑥建築工事費③投下資本収益率

⑧開発法による価格 円

(円) (円) (円／㎡) (㎡)

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和

(％)

⑤分譲可能床面積④販売単価(住宅)

(㎡)(円／㎡)

( 円／㎡)

(4)開発法による価格算定内訳

(4)-1 開発法の適用 する しない 開発法を適用する場合の理由

以下、開発法適用の場合は、宅地－６ （４）－２へ



9－ 宅地-7

Ｎｏ

5鳥取（県）

鳥取市用瀬町用瀬字屋敷下側中３８０番1 2700005417826-0000

所在及び地番 不動産ＩＤ

４　不動産ＩＤ
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5
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8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25
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44
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46

47

48

49

50

備考



鳥取市正蓮寺字法花寺４６番４外

低層店舗地

飲食店や事業所等が
建ち並ぶ県道沿いの
商業地域

6

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 100 300 100 低層店舗地

-

準工(60,200)
特別用途地区

円安・物価上昇により経済環境に広範な影響が見られており、中
東情勢が不安定のなか、将来の不透明感が払拭できない状況であ
る。

地域要因に特段の変動はない。

個別的要因に特段の変動はない。

　取引事例比較法は、同一需給圏内の信頼性の高い事例により比準したもので規範性の高い価格が求められたと思料する。
収益還元法は、自用での土地利用が多い地域で、建築費上昇の影響で収益価格は低位となった。比準価格と比べ相対的に説
得力は低いと思料する。対象基準地の属する地域及び周辺地域の市場特性の推移・動向を踏まえ、指定基準地との均衡に留
意して比準価格を重視し、収益価格を参考に留め鑑定評価額を決定した。

［

［

店舗
Ｗ１

　鳥取市市街地の南東部、県道沿いの路線商業地域で近年は地域要因に大きな変化はない。今後しばらくは概ね現状のまま
推移すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 53,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

鳥取駅南東
3.4km

鳥取
3.4km

(8)

北東12m県道

準工
(60,200)

（その他）　　　　
特別用途地区

飲食店舗、自動車販売店等
の建ち並ぶ路線商業地域

１２ｍ県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

1,710

( )

⑨法令上の規制等

台形
1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

30.0  ｍ、　奥行　約 60.0  ｍ、　規模 1,800  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

53,000 円／㎡

27,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 8 令和 8年 7月 24日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

52,700

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

鳥取（県） -5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+6.0

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

55,900 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

106.0 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和  年 1月]

令和 8年 6月 25日 正常価格

令和 8年 7月 12日令和 8年 7月 1日

90,600,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 53,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 　同一需給圏は、鳥取市内の幹線道路沿い商業地域及び住商混在地域と判定した。典型的な需要者は、一定の資本力を有す
る法人が主で県の内外を問わないと思料する。物価高が続いており消費者の消費動向が変化し、経営の難しさは増している。
現在のところ大きな土地需要の変化は見られないが、不透明性が高まっている。需要の中心となる価格帯は、業種業態によ
り取引規模等が異なるため把握が難しいが、８，０００～９，０００万円程度と思料する。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

鳥取（県） 10－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

鳥取（県） －5

基準地番号 提出先

10 鳥取県

所属分科会名

鳥取

業者名

氏名



58,222

61,268

39,156

53,335

67,366

］

］

］

］

］

⑪事情補
　正

袋地等

ほぼ整
形

不整形

ほぼ長
方形

不整形

⑰推定標準価
格

⑱個別的要因の
　比較

円／㎡〕

正常

正常

正常

正常

正常

工業
(60,200)

１住居
(70,200)

準工
(60,200)

近商
(90,300)
準防

準工
(70,200)
特別用途地区

建付
地

建付
地

建付
地

更地

建付
地

西25m国道
中間画地

東15m国道､北
5m
角地

東10m県道
中間画地

南15m県道､北
2.5m
二方路

北西15m国道､
北東6.5m､東6m
､南西6m
四方路

28,529 52,30052,311

62,493 53,70053,650

33,478 51,20051,184

53,868 54,50054,479

55,914 53,30053,338

②所在及び地番並びに「住居表示｣
　等

①取引事
　例番号

70.0

100

100

/

100

111.3

114.2

76.5

97.9

126.3

100

100

100

100

100

(1)比準価格算定内訳

NO ⑨法令上の規制
　等

⑦接面道路
  の状況

⑧主要交通施
　設の状況

③取引時
　点

④類
　型

⑤地積 ⑥画地
の形状（㎡）

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

２６７０
８３

53-

（ ）

２６７１
２１

40-

（ ）

２６７１
０１

39-

（ ）

２６７１
０１

21-

（ ）

２６７１
０３

17-

（ ）

NO
(円／㎡)

⑩取引価格 ⑫時点修正 ⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正

⑮推定価格 ⑯地域要
因の比較(円／㎡) (円／㎡)

⑲査定価格

(円／㎡)

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

70.0［

100100［ ］

100
ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

102.0［

100100［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

85.5［

100100［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

101.0［

100100［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

83.0［

100100［ ］

100

街路

交通･
接近

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100［ ］

100

+8.0

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

0.00

〔比準価格：

交通･接近

ア事情
の内容

街路

画地

イ月率
変動率

％／月

-30.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

+2.00.0 交通･接近 +1.0

ウ標準化補正の内訳 エ地域要因の比較の内訳

環境

その他 その他

街路

行政

環境

0.00

交通･接近街路

画地

％／月

+2.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 +12.00.0 交通･接近 +2.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

0.00

交通･接近街路

画地

％／月

-14.5

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 -25.00.0 交通･接近 +2.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

0.00

交通･接近街路

画地

％／月

+1.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 -4.00.0 交通･接近 +2.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

0.00

交通･接近街路

画地

％／月

-17.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 +25.00.0 交通･接近 +1.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

オ比準価格決定の理由 53,000

鳥取（県） 10－ 宅地-2３　試算価格算定内訳

( )

( )

( )

( )

( )

5



直
接
法

⑨収益価格が試算
　できなかった場
　合その理由

収益還元法が適用
できない場合その
理由

21,652,314

-

③純収益

⑧収益価格 46,107,564 円

(円) (円) (円) (r-g)

①総収益 ②総費用

(円)

⑤土地に帰属する
　純収益

④建物に帰属する
　純収益

(円)(円)

⑥未収入期間修正
　後の純収益

⑦還元利回り

)(

27,000( 円／㎡)

％

0.9689 5.5 0.0 )(

5.526,712,099 5,059,785 2,617,31419,035,000 2,535,916

(3)収益価格算定内訳

鳥取（県） 10－ 宅地-35

［

［

［

［

［

［

］

既成宅地であり再調達原価の把握が困難なため。原価法が適用できない場合その理由

造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

⑥素地の補修正後の
　価格

⑮有効宅地化率で除
　した価格

⑱再調達原価⑭付帯費用の補修正
　後の価格

(2)積算価格算定内訳

(2)-2

(2)-1

交通･接近街路

％／月

行政環境 その他地域要因の比較

標準化補正 標準化補正月率
変動率

事情の
内容

内訳

素
地

造
成
工
事
費

％／月

月率
変動率

付
帯
費
用 ％／月

月率
変動率

⑳積算価格⑲熟成度修正

］

100

100

［ ］/100

［

円／㎡

］

100］

100

( %)

⑩造成工事費の
　補修正後の価格

⑪付帯費用 ⑫標準化補
　正

⑰個別的要
　因の比較

⑬時点修正

(円／㎡)(円/㎡)(円／㎡)

⑯地域要因
　の比較

⑦造成工事費

］

100 ］

100［ ］

100］

100

③素地の取得価格 ④事情補正 ⑨時点修正⑤時点修正

(円／㎡) (円/㎡)(円／㎡)

⑧標準化補
　正

(円/㎡)

①造成事例番号 - ②所在及び地番

(円／㎡)

(3)-1 収益還元法（直接法）の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４ （３）－２へ

⑦延床面積⑥建築工事費③投下資本収益率

⑧開発法による価格 円

(円) (円) (円／㎡) (㎡)

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和

(％)

⑤分譲可能床面積④販売単価(住宅)

(㎡)(円／㎡)

( 円／㎡)

(4)開発法による価格算定内訳

(4)-1 開発法の適用 する しない 開発法を適用する場合の理由

以下、開発法適用の場合は、宅地－６ （４）－２へ



10－ 宅地-45鳥取（県）

2,249,402

)－

－

－

準工
特別用途地区

⑤１㎡当た
り月額支払
賃料

の理由

1

2

1

2

運用利回り( ％)

][

[ ]

[ ]][ ][][

(

ｍ×
12.0

(3)-2想定建物の状況

①用途 ③構造・階層

⑥想定建物の概要

②建築面積 (㎡) (㎡)④延床面積

㎡

用途地域等 地積 間口･奥行基準建蔽率等 前面道路、幅員等

前面道路：

特定道路までの距離：

ｍ

ｍ
％ ％ ％

指定容積率 基準容積率等

⑦有効率

(円)

(円)

(円)(㎡) (㎡)(％)

階  層

②床面積 ③有効率 ④有効面積 ⑧a保証金等

⑧b権利金等⑦b権利金等（月数）

⑦a保証金等（月数）⑥月額支払賃料

計

(3)-3総収益算出内訳

⑨年額支払賃料

⑮保証金等の運用益（空室損失考慮後）

⑯権利金等の運用益及び償却額（空室損失考慮後）

⑱総収益 ⑭+⑮+⑯+⑰

円

円

円

円

12ヶ月

償却年数(

円／㎡)

店舗兼事務所

1,710

1,368.00684.00

フロア貸し、１階店舗、２階事務所 90.0 査定による。

60 200 200

684.00 90.0 615.60
1,249,668

3,749,0043.0

1.0
2,030 1,249,668

～

1,368.00 1,231.20 2,249,402
6,748,206

26,992,8242,249,402

⑪その他の収入(駐車場使用料等)

64,7836,748,206

3

734,2052,249,402

26,712,099 15,621

％

＝×

30.0 57.0

２

⑤公法上の規制等

県道

(3)-4 １㎡当たりの月額支払賃料の算出根拠　　　(　)内は支払賃料

年)

②事例の実際
　実質賃料
　　(円/㎡)

NO

a

b

c

①事例番号

100

( )

2,093

2,030

⑩基準地基準階の
　賃料

円/㎡)

円/㎡

対象基準階の
　月額実質賃料

月額支払賃料

⑨査定実質
　賃料
　(円／㎡)

③事情
　補正

100

④時点
　修正

⑤標準化
　補正

⑥建物格
　差修正

⑦地域要
因の比較

⑧基準階
　格差修
　正

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

100 100100 100

100

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

100

100100 100100

100

90.0

684.00 90.0 615.60
999,734

2,999,2023.0

1.0
1,624 999,734

～

～

～

～

ｍ

100 100100

( )

(

Ｓ

基準階 F B1

(円)

(

①用途

店舗

事務所

⑩a共益費（管理費） 円12ヶ月 0＝×

⑩b共益費（管理費）の算出根拠

円/㎡ 1,231.20 ㎡×

⑫貸倒れ損失(算出根拠、金額) 0保証金により担保されているため計上しない。 円

⑬空室等による損失相当額
(⑨+⑩a)×空室率A(%)+(⑪×空室率B(%))

円

円×

1,079,713

4.026,992,824

＝

％

⑭以上計　⑨+⑩a+⑪-⑫-⑬ 円25,913,111

その他の収入に係る保証金等の運用益(空室損失考慮後) 円円× 01.00 ＝％100.0 ％×⑰

円× 1.00 ＝％96.0 ％×

＝0.3400円× 96.0 ％×

1.00

円

円× ％＋

0 円12ヶ月＋ ＝×円/台 台×



(3)-6基本利率等

建物

土地 725,000

円

円

円

円

円

円

円

1,175,000

809,785

1,880,000

235,000

235,000

0

％50.0

0.5×235,000,000

3.0×26,992,824

査定額

235,000,000 × 16.00× ／ 1000

235,000,000

0.10

× 0.10

235,000,000

％

％

％

％

×

％％

％

％ 年

年

5.5

40

30

0.0

35

15

0.5 年 0.9689

円19,035,000

円

円

円

円

円

円

円/㎡)

21,652,314

19,035,000

2,617,314

2,535,916

1,483

26,712,099

5,059,785

(

(経費率 円/㎡)

27,000

18.92,959

1,368.00172,000

査  定  額

④ｃ：設備割合 ( 設備価格÷建物等価格 )

実額相当額

⑥ｇ：賃料の変動率

④損害保険料

(

⑤建物等の取壊費用の積立金

項      目

円①～⑥

②維持管理費

①修繕費

③公租公課

⑥その他費用

①ｒ：基本利率

②ａ：躯体割合 ( 躯体価格÷建物等価格 )

⑦総費用

⑦ｎa

算  出  根  拠

円

円  　　 　 (

％)

⑤ｍ：未収入期間

(3)-7建物等に帰属する純収益

①建物等の初期投資額

②元利逓増償還率

③建物等に帰属する純収益

⑤土地に帰属する純収益   ③-④

④建物等に帰属する純収益

①総収益

②総費用

×

①×②

設計監理料率

③純収益   ①-②

円/㎡)

(3)-8土地に帰属する純収益

％

円/㎡

 円/㎡)

(3)-5総費用算出内訳

算  出　根  拠

：設備の経済的耐用年数

項   目

⑥未収入期間を考慮した土地に帰属する純収益

⑤×α

(3)-9土地の収益価格 還元利回り (ｒ-ｇ）

5,059,785

235,000,000

0.0810

11,132

5.5

46,107,564

：躯体の経済的耐用年数

⑨ｎc

( ％)

⑩α：未収入期間を考慮した修正率

㎡×(100％＋

10－ 宅地-55鳥取（県）

％ 年30 20③ｂ：仕上割合 ( 仕上価格÷建物等価格 ) ：仕上の経済的耐用年数⑧ｎb

％＋

躯体部分 設備部分

× ％×0.0650 40 0.0996 30％＋

仕上部分

×0.0837 30



10－ 宅地-7

Ｎｏ

5鳥取（県）

鳥取市正蓮寺字法花寺４６番４1 2700000222347-0000

所在及び地番 不動産ＩＤ

４　不動産ＩＤ

鳥取市正蓮寺字法花寺４６番５2 2700000222348-0000

鳥取市正蓮寺字法花寺４９番１3 2700000222359-0000

鳥取市正蓮寺字法花寺４９番２4 2700000222360-0000

鳥取市正蓮寺字法花寺４９番３5 2700000222361-0000

鳥取市正蓮寺字法花寺４９番５6 2700000222363-0000

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

50

備考



鳥取市興南町９５番３

低層事務所地

事務所、事業所、住
宅、アパート等が混
在する地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北200 300 200 200 低層事務所兼住宅地

-

準工(60,200)
特別用途地区

金利の上昇、建築費の高騰は新規投
資を抑制し、人件費・材料費の上昇
は事業運営を圧迫しており、消極的
な要因が多い。

住宅用途としては生活利便性の高い地域は、住宅地域へと移行し
ていくものと判断される。

個別的要因の変動はない。

同一需給圏において、貸家及びその敷地の取引は散見される。但し、更地を購入して賃貸用事務所を建築している事例はほ
ぼ確認出来ないことから、収益還元法の説得力は劣るものと判断する。取引が比較的多い地域であり、市場参加者が取引価
格水準を把握しやすいことから、市場参加者は取引価格水準を重視して意思決定するものと判断される。よって、比準価格
の説得力は高い。以上から、比準価格を標準として、収益価格は参考に留め、鑑定評価額を決定した。

［

［

事務所
Ｓ３

多様な用途が見られる地域であるが、住宅用途としては生活利便性の高い地域であり、住宅用途の影響を受けていくものと
判断する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 62,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

鳥取駅南東
1.2km

鳥取
1.2km

(8)

東8m市道

準工
(60,200)

（その他）　　　　
特別用途地区

住宅・事務所・事業所等の
混在する地域

東８ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

383

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

18.0 ｍ、　奥行　約 22.0  ｍ、　規模 400 ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

62,800 円／㎡

34,100 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+1.3％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 8 令和 8年 7月 16日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 8年 1月]

令和 8年 7月 1日 正常価格

令和 8年 7月 15日令和 8年 7月 1日

24,100,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 62,800 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

50,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、鳥取市内のＪＲ鳥取駅以南の商業地域、商住混在地域と判定した。特に代替性が強いのは、幹線道路背後地
の店舗・事務所と住宅・共同住宅が混在する商住混在地域である。用途が多様化していることから商業地域のみならず、周
辺の住宅地域の土地価格水準の影響も受けているものと判断する。地元事業者（法人・個人問わず）が典型的な市場参加者
となる。供給が少なく、取引となる画地規模は様々であり、中心となる価格帯を見出せない。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

鳥取（県） 11－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

鳥取（県） －5

基準地番号 提出先

11 鳥取県

所属分科会名

鳥取

業者名

氏名



81,095

57,901

65,130

72,400

65,664

］

］

］

］

］

⑪事情補
　正

長方形

ほぼ整
形

ほぼ長
方形

長方形

長方形

⑰推定標準価
格

⑱個別的要因の
　比較

円／㎡〕

正常

正常

正常

正常

正常

商業
(80,400)

準工
(60,200)
特別用途地区

１住居
(60,180)

商業
(80,400)

準工
(60,200)
特別用途地区

建付
地

貸家
建付
地

更地

建付
地

更地

北23m県道､南
6m
二方路

北東6m市道
中間画地

南東4.5m市道
中間画地

東18m国道
中間画地

南東8m市道
中間画地

74,445 63,60063,554

55,663 61,50061,531

66,433 62,20062,206

74,409 60,90060,892

65,344 63,10063,138

②所在及び地番並びに「住居表示｣
　等

①取引事
　例番号

100

100

/

100

/

127.6

94.1

104.7

118.9

104.0

100

100

100

100

100

(1)比準価格算定内訳

NO ⑨法令上の規制
　等

⑦接面道路
  の状況

⑧主要交通施
　設の状況

③取引時
　点

④類
　型

⑤地積 ⑥画地
の形状（㎡）

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

２６７１
１１

33-

（ ）

２６７１
１３

59-

（ ）

２６７１
１３

60-

（ ）

２６７１
１３

61-

（ ）

２６７１
１３

62-

（ ）

NO
(円／㎡)

⑩取引価格 ⑫時点修正 ⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正

⑮推定価格 ⑯地域要
因の比較(円／㎡) (円／㎡)

⑲査定価格

(円／㎡)

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

91.8［

100100［ ］

100
ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

97.0［

100100.9［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

102.0［

100100［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

100［

10097.3［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

102.0［

100102.5［ ］

100

街路

交通･
接近

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100［ ］

100

+18.0

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

0.00

〔比準価格：

交通･接近

ア事情
の内容

街路

画地

イ月率
変動率

％／月

-8.2

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

+6.00.0 交通･接近 +2.0

ウ標準化補正の内訳 エ地域要因の比較の内訳

環境

その他 その他

街路

行政

環境

+0.05

交通･接近街路

画地

％／月

0.0

-3.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-2.0 -3.00.0 交通･接近 -1.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

0.00

交通･接近街路

画地

％／月

+2.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-4.0 +8.00.0 交通･接近 +1.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.10

交通･接近街路

画地

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

+6.0 +10.00.0 交通･接近 +2.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

+0.10

交通･接近街路

画地

％／月

+2.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 +5.00.0 交通･接近 -1.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

オ比準価格決定の理由 62,800

鳥取（県） 11－ 宅地-2３　試算価格算定内訳

( )

( )

( )

( )

( )

5



直
接
法

⑨収益価格が試算
　できなかった場
　合その理由

収益還元法が適用
できない場合その
理由

7,582,801

-

③純収益

⑧収益価格 13,065,091 円

(円) (円) (円) (r-g)

①総収益 ②総費用

(円)

⑤土地に帰属する
　純収益

④建物に帰属する
　純収益

(円)(円)

⑥未収入期間修正
　後の純収益

⑦還元利回り

)(

34,100( 円／㎡)

％

0.9702 5.5 0.0 )(

5.59,355,722 1,772,921 740,6516,842,150 718,580

(3)収益価格算定内訳

鳥取（県） 11－ 宅地-35

［

［

［

［

［

［

］

既成市街地により再調達原価の把握が困難であるため。原価法が適用できない場合その理由

造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

⑥素地の補修正後の
　価格

⑮有効宅地化率で除
　した価格

⑱再調達原価⑭付帯費用の補修正
　後の価格

(2)積算価格算定内訳

(2)-2

(2)-1

交通･接近街路

％／月

行政環境 その他地域要因の比較

標準化補正 標準化補正月率
変動率

事情の
内容

内訳

素
地

造
成
工
事
費

％／月

月率
変動率

付
帯
費
用 ％／月

月率
変動率

⑳積算価格⑲熟成度修正

］

100

100

［ ］/100

［

円／㎡

］

100］

100

( %)

⑩造成工事費の
　補修正後の価格

⑪付帯費用 ⑫標準化補
　正

⑰個別的要
　因の比較

⑬時点修正

(円／㎡)(円/㎡)(円／㎡)

⑯地域要因
　の比較

⑦造成工事費

］

100 ］

100［ ］

100］

100

③素地の取得価格 ④事情補正 ⑨時点修正⑤時点修正

(円／㎡) (円/㎡)(円／㎡)

⑧標準化補
　正

(円/㎡)

①造成事例番号 - ②所在及び地番

(円／㎡)

(3)-1 収益還元法（直接法）の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４ （３）－２へ

⑦延床面積⑥建築工事費③投下資本収益率

⑧開発法による価格 円

(円) (円) (円／㎡) (㎡)

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和

(％)

⑤分譲可能床面積④販売単価(住宅)

(㎡)(円／㎡)

( 円／㎡)

(4)開発法による価格算定内訳

(4)-1 開発法の適用 する しない 開発法を適用する場合の理由

以下、開発法適用の場合は、宅地－６ （４）－２へ



11－ 宅地-45鳥取（県）

787,837

)－

－

－

準工
特別用途地区

⑤１㎡当た
り月額支払
賃料

の理由

1

2

3

1

2

3

運用利回り( ％)

][

[ ]

[ ]][ ][][

(

ｍ×
8.0

(3)-2想定建物の状況

①用途 ③構造・階層

⑥想定建物の概要

②建築面積 (㎡) (㎡)④延床面積

㎡

用途地域等 地積 間口･奥行基準建蔽率等 前面道路、幅員等

前面道路：

特定道路までの距離：

ｍ

ｍ
％ ％ ％

指定容積率 基準容積率等

⑦有効率

(円)

(円)

(円)(㎡) (㎡)(％)

階  層

②床面積 ③有効率 ④有効面積 ⑧a保証金等

⑧b権利金等⑦b権利金等（月数）

⑦a保証金等（月数）⑥月額支払賃料

計

(3)-3総収益算出内訳

⑨年額支払賃料

⑮保証金等の運用益（空室損失考慮後）

⑯権利金等の運用益及び償却額（空室損失考慮後）

⑱総収益 ⑭+⑮+⑯+⑰

円

円

円

円

12ヶ月

償却年数(

円／㎡)

事務所

383

573.00191.00

各階２区画 83.3 査定による

60 200 200

191.00 80.0 152.80
268,317

804,9513.0

1.0
1,756 268,317

～

573.00 477.50 787,837
2,363,511

9,454,044787,837

⑪その他の収入(駐車場使用料等)

22,6902,363,511

3

257,150787,837

9,355,722 24,427

％

＝×

18.5 20.5

３

⑤公法上の規制等

市道

(3)-4 １㎡当たりの月額支払賃料の算出根拠　　　(　)内は支払賃料

年)

②事例の実際
　実質賃料
　　(円/㎡)

NO

a

b

c

①事例番号

100

( )

1,810

1,756

⑩基準地基準階の
　賃料

円/㎡)

円/㎡

対象基準階の
　月額実質賃料

月額支払賃料

⑨査定実質
　賃料
　(円／㎡)

③事情
　補正

100

④時点
　修正

⑤標準化
　補正

⑥建物格
　差修正

⑦地域要
因の比較

⑧基準階
　格差修
　正

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

100 100100 100

100

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

100

100100 100100

100

83.3

191.00 85.0 162.35
275,995

827,9853.0

1.0
1,700 275,995

～

191.00 85.0 162.35
243,525

730,5753.0

1.0
1,500 243,525

～

～

～

ｍ

100 100100

( )

(

ＬＳ

基準階 F B1

(円)

(

①用途

事務所

事務所

事務所

⑩a共益費（管理費） 円12ヶ月 0＝×

⑩b共益費（管理費）の算出根拠

円/㎡ 477.50 ㎡×

⑫貸倒れ損失(算出根拠、金額) 0保証金により担保されている 円

⑬空室等による損失相当額
(⑨+⑩a)×空室率A(%)+(⑪×空室率B(%))

円

円×

378,162

4.09,454,044

＝

％

⑭以上計　⑨+⑩a+⑪-⑫-⑬ 円9,075,882

その他の収入に係る保証金等の運用益(空室損失考慮後) 円円× 01.00 ＝％100.0％×⑰

円× 1.00 ＝％96.0％×

＝0.3400円× 96.0％×

1.00

円

円× ％＋

0 円12ヶ月＋ ＝×円/台 台×



(3)-6基本利率等

建物

土地 191,800

円

円

円

円

円

円

円

432,500

283,621

692,000

86,500

86,500

0

％50.0

0.5×86,500,000

3.0×9,454,044

査定額

86,500,000 × 16.00× ／ 1000

86,500,000

0.10

× 0.10

86,500,000

％

％

％

％

×

％％

％

％ 年

年

5.5

40

25

0.0

40

15

0.5 年 0.9702

円6,842,150

円

円

円

円

円

円

円/㎡)

7,582,801

6,842,150

740,651

718,580

1,876

9,355,722

1,772,921

(

(経費率 円/㎡)

34,100

19.04,629

573.00151,000

査  定  額

④ｃ：設備割合 ( 設備価格÷建物等価格 )

実額相当額

⑥ｇ：賃料の変動率

④損害保険料

(

⑤建物等の取壊費用の積立金

項      目

円①～⑥

②維持管理費

①修繕費

③公租公課

⑥その他費用

①ｒ：基本利率

②ａ：躯体割合 ( 躯体価格÷建物等価格 )

⑦総費用

⑦ｎa

算  出  根  拠

円

円  　　 　 (

％)

⑤ｍ：未収入期間

(3)-7建物等に帰属する純収益

①建物等の初期投資額

②元利逓増償還率

③建物等に帰属する純収益

⑤土地に帰属する純収益   ③-④

④建物等に帰属する純収益

①総収益

②総費用

×

①×②

設計監理料率

③純収益   ①-②

円/㎡)

(3)-8土地に帰属する純収益

％

円/㎡

 円/㎡)

(3)-5総費用算出内訳

算  出　根  拠

：設備の経済的耐用年数

項   目

⑥未収入期間を考慮した土地に帰属する純収益

⑤×α

(3)-9土地の収益価格 還元利回り (ｒ-ｇ）

1,772,921

86,500,000

0.0791

17,865

5.5

13,065,091

：躯体の経済的耐用年数

⑨ｎc

( ％)

⑩α：未収入期間を考慮した修正率

㎡×(100％＋

11－ 宅地-55鳥取（県）

％ 年35 20③ｂ：仕上割合 ( 仕上価格÷建物等価格 ) ：仕上の経済的耐用年数⑧ｎb

％＋

躯体部分 設備部分

× ％×0.0623 40 0.0996 25％＋

仕上部分

×0.0837 35



11－ 宅地-7

Ｎｏ

5鳥取（県）

鳥取市興南町９５番３1 2700000152628-0000

所在及び地番 不動産ＩＤ

４　不動産ＩＤ

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

50

備考



鳥取市吉成字大曲り７７９番３９外

低層店舗地

スーパー、小売店舗
等が建ち並ぶ国道沿
いの商業地域

6

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 50 150 200 低層店舗地

-

準工(60,200)
特別用途地区

物価上昇、国際情勢等の先行き不透明感のなか、立地条件良好な
路線商業地域は安定的である。

地域要因に特段の変動はない。

個別的要因に特段の変動はない。

対象基準地は鳥取駅南方の路線商業地域に存し、類似地域の取引事例から求められた比準価格の規範性は高い。鳥取市にお
ける賃貸市場はやや不安定・不確実であり、将来予測の困難性を伴うため、収益価格の規範性は低いといわざるをえない。
また、既成宅地のため積算価格の試算はできない。したがって、比準価格を重視し、収益価格を参考にとどめ、指定基準地
からの検討を考慮した結果、鑑定評価額を標記のとおり決定した。

［

［

店舗
Ｓ２

鳥取駅南方の路線商業地域であり、交通量、背後住宅地ともに十分で、安定的な路線商業地域として概ね現状のまま推移す
るものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 67,500円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

鳥取駅南西
1.7km

鳥取
1.7km

(8)

北西15m国道

準工
(60,200)

（その他）　　　　
特別用途地区

特になし １５ｍ　国道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

494

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

17.0  ｍ、　奥行　約 30.0  ｍ、　規模 500  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

67,500 円／㎡

33,300 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 8 令和 8年 7月 24日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

67,500

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

鳥取（県） -5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.0

+10.0

-24.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

55,900 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

82.8 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 8年 1月]

令和 8年 7月 1日 正常価格

令和 8年 7月 16日令和 8年 7月 1日

33,300,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 67,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

54,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏を、鳥取市中心部周辺の幹線道路沿いに形成された路線商業地域の圏域と判定した。その中でも、鳥取駅の南方
に位置する路線商業地域との関連が強い。スーパー、ドラッグストア等が建ち並び、交通量・背後住宅地も十分で、路線商
業地域として安定的である。主たる需要者は店舗用地の取得を目的とする県内外の事業者が想定される。需要の中心となる
価格帯は土地単価で７万円／㎡前後となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

鳥取（県） 12－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

鳥取（県） －5

基準地番号 提出先

12 鳥取県

所属分科会名

鳥取

業者名

氏名



65,037

56,028

61,268

70,000

67,366

］

］

］

］

］

⑪事情補
　正

ほぼ正
方形

ほぼ長
方形

ほぼ整
形

長方形

不整形

⑰推定標準価
格

⑱個別的要因の
　比較

円／㎡〕

正常

正常

正常

正常

正常

準工
(60,200)

近商
(80,200)

１住居
(70,200)

工業
(60,200)

準工
(70,200)
特別用途地区

建付
地

建付
地

建付
地

更地

建付
地

北12m市道
中間画地

南東10m県道､
北東2.5m
角地

東15m国道､北
5m
角地

北11m県道
中間画地

北西15m国道､
北東6.5m､東6m
､南西6m
四方路

64,329 67,70067,747

54,851 67,30067,261

62,493 66,60066,596

70,000 68,60068,627

55,914 67,40067,366

②所在及び地番並びに「住居表示｣
　等

①取引事
　例番号

100

100

100

/

100

96.0

83.3

92.0

102.0

100

100

100

100

100

100

(1)比準価格算定内訳

NO ⑨法令上の規制
　等

⑦接面道路
  の状況

⑧主要交通施
　設の状況

③取引時
　点

④類
　型

⑤地積 ⑥画地
の形状（㎡）

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

２６７１
１１

14-

（ ）

２６７１
２１

3-

（ ）

２６７１
２１

40-

（ ）

２６７１
０３

14-

（ ）

２６７１
０３

17-

（ ）

NO
(円／㎡)

⑩取引価格 ⑫時点修正 ⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正

⑮推定価格 ⑯地域要
因の比較(円／㎡) (円／㎡)

⑲査定価格

(円／㎡)

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

100［

100101.1［ ］

100
ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

97.9［

100100［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

102.0［

100100［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

100［

100100［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

83.0［

100100［ ］

100

街路

交通･
接近

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100［ ］

100

-3.0

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

+0.12

〔比準価格：

交通･接近

ア事情
の内容

街路

画地

イ月率
変動率

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-1.00.0 交通･接近 0.0

ウ標準化補正の内訳 エ地域要因の比較の内訳

環境

その他 その他

街路

行政

環境

0.00

交通･接近街路

画地

％／月

-2.1

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-2.0 -15.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

0.00

交通･接近街路

画地

％／月

+2.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 -8.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

0.00

交通･接近街路

画地

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-1.0 +3.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

0.00

交通･接近街路

画地

％／月

-17.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 0.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

オ比準価格決定の理由 67,500

鳥取（県） 12－ 宅地-2３　試算価格算定内訳

( )

( )

( )

( )

( )

5



直
接
法

⑨収益価格が試算
　できなかった場
　合その理由

収益還元法が適用
できない場合その
理由

6,612,207

-

③純収益

⑧収益価格 16,428,436 円

(円) (円) (円) (r-g)

①総収益 ②総費用

(円)

⑤土地に帰属する
　純収益

④建物に帰属する
　純収益

(円)(円)

⑥未収入期間修正
　後の純収益

⑦還元利回り

)(

33,300( 円／㎡)

％

0.9702 5.5 0.0 )(

5.58,194,114 1,581,907 931,3175,680,890 903,564

(3)収益価格算定内訳

鳥取（県） 12－ 宅地-35

［

［

［

［

［

［

］

既成市街地に存し、再調達原価の把握が困難であるため。原価法が適用できない場合その理由

造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

⑥素地の補修正後の
　価格

⑮有効宅地化率で除
　した価格

⑱再調達原価⑭付帯費用の補修正
　後の価格

(2)積算価格算定内訳

(2)-2

(2)-1

交通･接近街路

％／月

行政環境 その他地域要因の比較

標準化補正 標準化補正月率
変動率

事情の
内容

内訳

素
地

造
成
工
事
費

％／月

月率
変動率

付
帯
費
用 ％／月

月率
変動率

⑳積算価格⑲熟成度修正

］

100

100

［ ］/100

［

円／㎡

］

100］

100

( %)

⑩造成工事費の
　補修正後の価格

⑪付帯費用 ⑫標準化補
　正

⑰個別的要
　因の比較

⑬時点修正

(円／㎡)(円/㎡)(円／㎡)

⑯地域要因
　の比較

⑦造成工事費

］

100 ］

100［ ］

100］

100

③素地の取得価格 ④事情補正 ⑨時点修正⑤時点修正

(円／㎡) (円/㎡)(円／㎡)

⑧標準化補
　正

(円/㎡)

①造成事例番号 - ②所在及び地番

(円／㎡)

(3)-1 収益還元法（直接法）の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４ （３）－２へ

⑦延床面積⑥建築工事費③投下資本収益率

⑧開発法による価格 円

(円) (円) (円／㎡) (㎡)

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和

(％)

⑤分譲可能床面積④販売単価(住宅)

(㎡)(円／㎡)

( 円／㎡)

(4)開発法による価格算定内訳

(4)-1 開発法の適用 する しない 開発法を適用する場合の理由

以下、開発法適用の場合は、宅地－６ （４）－２へ



12－ 宅地-45鳥取（県）

690,019

)－

－

－

準工
特別用途地区

⑤１㎡当た
り月額支払
賃料

の理由

1

2

1

2

運用利回り( ％)

][

[ ]

[ ]][ ][][

(

ｍ×
15.0

(3)-2想定建物の状況

①用途 ③構造・階層

⑥想定建物の概要

②建築面積 (㎡) (㎡)④延床面積

㎡

用途地域等 地積 間口･奥行基準建蔽率等 前面道路、幅員等

前面道路：

特定道路までの距離：

ｍ

ｍ
％ ％ ％

指定容積率 基準容積率等

⑦有効率

(円)

(円)

(円)(㎡) (㎡)(％)

階  層

②床面積 ③有効率 ④有効面積 ⑧a保証金等

⑧b権利金等⑦b権利金等（月数）

⑦a保証金等（月数）⑥月額支払賃料

計

(3)-3総収益算出内訳

⑨年額支払賃料

⑮保証金等の運用益（空室損失考慮後）

⑯権利金等の運用益及び償却額（空室損失考慮後）

⑱総収益 ⑭+⑮+⑯+⑰

円

円

円

円

12ヶ月

償却年数(

円／㎡)

店舗兼事務所

494

395.20197.60

１階：フロア貸し店舗、２階：フロア貸し事務所 100.0 外階段のため

60 200 200

197.60 100.0 197.60
383,344

1,150,0323.0

1.0
1,940 383,344

～

395.20 395.20 690,019
2,070,057

8,280,228690,019

⑪その他の収入(駐車場使用料等)

19,8732,070,057

3

225,222690,019

8,194,114 16,587

％

＝×

16.0 31.0

２

⑤公法上の規制等

国道

(3)-4 １㎡当たりの月額支払賃料の算出根拠　　　(　)内は支払賃料

年)

②事例の実際
　実質賃料
　　(円/㎡)

NO

a

b

c

①事例番号

100

( )

2,000

1,940

⑩基準地基準階の
　賃料

円/㎡)

円/㎡

対象基準階の
　月額実質賃料

月額支払賃料

⑨査定実質
　賃料
　(円／㎡)

③事情
　補正

100

④時点
　修正

⑤標準化
　補正

⑥建物格
　差修正

⑦地域要
因の比較

⑧基準階
　格差修
　正

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

100 100100 100

100

100

][

[ ]

[ ]][ ][][

100

100100 100100

100

100.0

197.60 100.0 197.60
306,675

920,0253.0

1.0
1,552 306,675

～

～

～

～

ｍ

100 100100

( )

(

Ｓ

基準階 F B1

(円)

(

①用途

店舗

事務所

⑩a共益費（管理費） 円12ヶ月 0＝×

⑩b共益費（管理費）の算出根拠

円/㎡ 395.20 ㎡×

⑫貸倒れ損失(算出根拠、金額) 0保証金等により担保されているため計上しない 円

⑬空室等による損失相当額
(⑨+⑩a)×空室率A(%)+(⑪×空室率B(%))

円

円×

331,209

4.08,280,228

＝

％

⑭以上計　⑨+⑩a+⑪-⑫-⑬ 円7,949,019

その他の収入に係る保証金等の運用益(空室損失考慮後) 円円× 01.00 ＝％100.0 ％×⑰

円× 1.00 ＝％96.0 ％×

＝0.3400円× 96.0 ％×

1.00

円

円× ％＋

0 円12ヶ月＋ ＝×円/台 台×



(3)-6基本利率等

建物

土地 267,000

円

円

円

円

円

円

円

355,500

248,407

568,800

71,100

71,100

0

％50.0

0.5×71,100,000

3.0×8,280,228

査定額

71,100,000 × 16.00× ／ 1000

71,100,000

0.10

× 0.10

71,100,000

％

％

％

％

×

％％

％

％ 年

年

5.5

40

30

0.0

40

15

0.5 年 0.9702

円5,680,890

円

円

円

円

円

円

円/㎡)

6,612,207

5,680,890

931,317

903,564

1,829

8,194,114

1,581,907

(

(経費率 円/㎡)

33,300

19.33,202

395.20180,000

査  定  額

④ｃ：設備割合 ( 設備価格÷建物等価格 )

実額相当額

⑥ｇ：賃料の変動率

④損害保険料

(

⑤建物等の取壊費用の積立金

項      目

円①～⑥

②維持管理費

①修繕費

③公租公課

⑥その他費用

①ｒ：基本利率

②ａ：躯体割合 ( 躯体価格÷建物等価格 )

⑦総費用

⑦ｎa

算  出  根  拠

円

円  　　 　 (

％)

⑤ｍ：未収入期間

(3)-7建物等に帰属する純収益

①建物等の初期投資額

②元利逓増償還率

③建物等に帰属する純収益

⑤土地に帰属する純収益   ③-④

④建物等に帰属する純収益

①総収益

②総費用

×

①×②

設計監理料率

③純収益   ①-②

円/㎡)

(3)-8土地に帰属する純収益

％

円/㎡

 円/㎡)

(3)-5総費用算出内訳

算  出　根  拠

：設備の経済的耐用年数

項   目

⑥未収入期間を考慮した土地に帰属する純収益

⑤×α

(3)-9土地の収益価格 還元利回り (ｒ-ｇ）

1,581,907

71,100,000

0.0799

11,500

5.5

16,428,436

：躯体の経済的耐用年数

⑨ｎc

( ％)

⑩α：未収入期間を考慮した修正率

㎡×(100％＋

12－ 宅地-55鳥取（県）

％ 年30 20③ｂ：仕上割合 ( 仕上価格÷建物等価格 ) ：仕上の経済的耐用年数⑧ｎb

％＋

躯体部分 設備部分

× ％×0.0623 40 0.0996 30％＋

仕上部分

×0.0837 30



12－ 宅地-7

Ｎｏ

5鳥取（県）

鳥取市吉成字大曲り７７９番３９1 2700000343458-0000

所在及び地番 不動産ＩＤ

４　不動産ＩＤ

鳥取市吉成字大曲り７８６番９2 2700000343474-0000
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備考



鳥取市伏野字屋敷ノ壱１０７４番４外

低層店舗地

店舗、住宅等が混在
する海岸近くの国道
沿い地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北350 200 50 50 低層店舗地

-

「調区」(70,400)

観光客（道路利用者）の増加が好転材料となるため、観光客の動
向に注意する必要がある。

地域要因の変動は特に認められない。

個別的要因の変動はない。

市場参加者は、店舗用地の取得を目論む事業者である。店舗用地は地域性、個別性により価格帯はまばらであるものの、需
要者は代替競争不動産の取引価格と対象地の地域性、個別性を比較検討したうえで、意思決定するものと判断する。したが
って、取引事例比較法による比準価格の説得力は高い。なお、後記の通り、原価法、収益還元法を適用していない。以上か
ら、比準価格を標準として、鑑定評価額を決定した。

［

［

店舗
Ｗ２

国道９号沿道の路線商業地域で、鳥取道が完成して以降は交通量が減少し、店舗は減少傾向にある。国道９号の交通量が増
加する見込みはなく、今後も土地価格は緩やかな下落傾向と予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 18,600円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

末恒駅北西
800m

末恒
800m

(8)

南11m国道

「調区」
(70,400)

（その他）　　　　

国道沿いの商住混在地域 １１ｍ国道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

761

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

25.0 ｍ、　奥行　約 30.0  ｍ、　規模 750 ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

18,400 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.1％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 8 令和 8年 7月 16日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和  年 1月]

令和 8年 7月 1日 正常価格

令和 8年 7月 15日令和 8年 7月 1日

14,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 18,400 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、鳥取市において、市街化調整区域内の国道、県道等の幹線道路沿道の路線商業地域及び商住混在地域である。
典型的な需要者は、幹線道路利用者を店舗へ誘引することを目論む事業者になるものと判断する。市街化調整区域において
路線商業地域や商住混在地域の店舗適地の供給が少ないうえに、画地規模も多様であるため、中心となる価格帯を見出せな
い。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

鳥取（県） 13－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

鳥取（県） －5

基準地番号 提出先

13 鳥取県

所属分科会名

鳥取

業者名

氏名



24,030

22,241

21,420

19,010

18,991

］

］

］

］

］

⑪事情補
　正

ほぼ台
形

ほぼ台
形

長方形

不整形

ほぼ長
方形

⑰推定標準価
格

⑱個別的要因の
　比較

円／㎡〕

正常

正常

正常

正常

正常

「調区」
(70,400)

「調区」
(70,400)

「調区」
(70,400)
地区計画等

「調区」
(70,400)

「調区」
(70,400)

建付
地

建付
地

底地

建付
地

更地

北25m国道､南
4m
二方路

南西12m県道､
北東2m
二方路

西8m市道
中間画地

東11m国道
中間画地

東7.5m県道､北
2m
角地

24,590 18,80018,847

22,128 18,50018,534

21,420 18,20018,214

18,756 17,30017,282

19,181 19,00019,010

②所在及び地番並びに「住居表示｣
　等

①取引事
　例番号

100

100

/

100

/

127.5

120.0

117.6

110.0

99.9

100

100

100

100

100

(1)比準価格算定内訳

NO ⑨法令上の規制
　等

⑦接面道路
  の状況

⑧主要交通施
　設の状況

③取引時
　点

④類
　型

⑤地積 ⑥画地
の形状（㎡）

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

２６７１
１１

1-

（ ）

２６７１
１３

63-

（ ）

２６７１
１３

64-

（ ）

２６７１
１３

65-

（ ）

２６７１
１３

66-

（ ）

NO
(円／㎡)

⑩取引価格 ⑫時点修正 ⑬建付減
価の補正

⑭標準化
　補正

⑮推定価格 ⑯地域要
因の比較(円／㎡) (円／㎡)

⑲査定価格

(円／㎡)

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

101.0［

10098.7［ ］

100
ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

98.0［

10098.5［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

100［

100100［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

96.0［

10097.3［ ］

100

［ ］100［ ］

100

［ ］

100

101.0［

100100［ ］

100

街路

交通･
接近

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

100［ ］

100

+25.0

NO

ａ

ｂ

ｃ

ｄ

ｅ

-0.10

〔比準価格：

交通･接近

ア事情
の内容

街路

画地

イ月率
変動率

％／月

+1.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

+2.00.0 交通･接近 0.0

ウ標準化補正の内訳 エ地域要因の比較の内訳

環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.10

交通･接近街路

画地

％／月

-2.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 +20.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

0.00

交通･接近街路

画地

％／月

0.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-2.0 +20.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

-0.10

交通･接近街路

画地

％／月

-4.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

0.0 +10.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

0.00

交通･接近街路

画地

％／月

+1.0

0.0

行政

0.0

0.0 0.0 0.0 0.0

-3.0 +3.00.0 交通･接近 0.0環境

その他 その他

街路

行政

環境

オ比準価格決定の理由 18,400

鳥取（県） 13－ 宅地-2３　試算価格算定内訳

( )

( )

( )17,136

( )

( )

5



直
接
法

⑨収益価格が試算
　できなかった場
　合その理由

収益還元法が適用
できない場合その
理由

自用での土地利用が多く、信頼性の認められる賃貸事例の収集が難しいため適用しない。

-

③純収益

⑧収益価格 円

(円) (円) (円) (r-g)

①総収益 ②総費用

(円)

⑤土地に帰属する
　純収益

④建物に帰属する
　純収益

(円)(円)

⑥未収入期間修正
　後の純収益

⑦還元利回り

)(

( 円／㎡)

％

)(

(3)収益価格算定内訳

鳥取（県） 13－ 宅地-35

［

［

［

［

［

［

］

既成宅地であり再調達原価の把握が困難であるため。原価法が適用できない場合その理由

造成宅地内等に存し原価法の適用が可能な場合の価格

⑥素地の補修正後の
　価格

⑮有効宅地化率で除
　した価格

⑱再調達原価⑭付帯費用の補修正
　後の価格

(2)積算価格算定内訳

(2)-2

(2)-1

交通･接近街路

％／月

行政環境 その他地域要因の比較

標準化補正 標準化補正月率
変動率

事情の
内容

内訳

素
地

造
成
工
事
費

％／月

月率
変動率

付
帯
費
用 ％／月

月率
変動率

⑳積算価格⑲熟成度修正

］

100

100

［ ］/100

［

円／㎡

］

100］

100

( %)

⑩造成工事費の
　補修正後の価格

⑪付帯費用 ⑫標準化補
　正

⑰個別的要
　因の比較

⑬時点修正

(円／㎡)(円/㎡)(円／㎡)

⑯地域要因
　の比較

⑦造成工事費

］

100 ］

100［ ］

100］

100

③素地の取得価格 ④事情補正 ⑨時点修正⑤時点修正

(円／㎡) (円/㎡)(円／㎡)

⑧標準化補
　正

(円/㎡)

①造成事例番号 - ②所在及び地番

(円／㎡)

(3)-1 収益還元法（直接法）の適用又は収益還元法が適用できない場合の理由

以下、収益還元法適用の場合は、宅地－４ （３）－２へ

⑦延床面積⑥建築工事費③投下資本収益率

⑧開発法による価格 円

(円) (円) (円／㎡) (㎡)

①収入の現価の総和 ②支出の現価の総和

(％)

⑤分譲可能床面積④販売単価(住宅)

(㎡)(円／㎡)

( 円／㎡)

(4)開発法による価格算定内訳

(4)-1 開発法の適用 する しない 開発法を適用する場合の理由

以下、開発法適用の場合は、宅地－６ （４）－２へ
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Ｎｏ

5鳥取（県）

鳥取市伏野字屋敷ノ壱１０７４番４1 2700000278372-0000

所在及び地番 不動産ＩＤ

４　不動産ＩＤ

鳥取市伏野字砂浜２２５８番１１６2 2700000282610-0000

鳥取市伏野字砂浜２２５８番１２３3 2700000282617-0000

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

50

備考


